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背　景

　身体活動は，「骨格筋によって生じ，安静時を
上回るエネルギー消費を伴うあらゆる身体の動
き」と定義されている1,2）。先行研究では，高齢者

において身体活動が全脳あるいは特定の脳領域の
容積と関連することが示されてきた3-5）。しかし，
これらの知見は必ずしも一貫しておらず，活動強
度，評価手法，性別といった修飾因子の影響が示
唆されている6,7）。これらの研究結果に不一致が
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高齢者における日常的な低強度身体活動と
背外側前頭前野容積との関連

須藤みず紀 1 ），安藤創一 1 ，2 ），冨賀理恵 3 ），古瀬裕次郎 4 ），小見山高明 5 ），
安喰康太 2 ），檜垣靖樹 3 ），畑本陽一 3 ，6 ）

Relationship between daily low-intensity physical activity and
dorsolateral prefrontal cortex volume in older adults

Mizuki Sudo, Soichi Ando, Rie Tomiga, Yujiro Furuse, Takaaki Komiyama,
Kota Azuchi, Yasuki Higaki, and Yoichi Hatamoto

要　旨

　目的：高齢者において身体活動（PA）が脳容積に及ぼす影響は注目を集めている。本研究では，加速度
計を用いて客観的に評価した日常的な身体活動指標と，高次認知機能および運動機能に関連する脳局所容
積との関連を探索的に検討した。
　方法：地域在住高齢者46名を対象とし，腰部装着型三軸加速度計を用いて身体活動レベル（PAL）および
強度別活動時間を算出した。脳容積は MRI により撮像し，背外側前頭前野（DLPFC）および一次運動野の
容積を抽出した。
　結果：解析の結果，PAL および低強度身体活動（LPA）時間は DLPFC 容積と有意な正の関連を示した

（P < 0.05）。特に，高活動群において DLPFC の容積維持が顕著であった。一方で，中高強度身体活動
（MVPA）時間，座位時間，および一次運動野の容積については有意な関連は認められなかった。
　結論：本研究の結果は，家事や散歩といった日常的な LPA の蓄積が，加齢に伴う前頭葉の構造変化を
抑制するうえで重要な役割を果たす可能性を示唆している。
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生じる一因として，身体活動の評価方法が挙げら
れる。従来の自己記入式質問紙は，大規模調査に
は適しているものの，想起バイアスや社会的望ま
しさバイアスの影響を免れない8）。対して，加速
度計を用いた客観的評価は，動作に基づく活動量，
強度，持続時間，頻度を詳細かつ正確に定量化で
きる利点がある4,9）。
　以上の背景を踏まえ，本研究では地域在住高齢
者を対象に，加速度計を用いて評価した身体活動
指標と，高次認知機能を司る背外側前頭前野
（DLPFC）および運動実行に関連する中心前回（一
次運動野）の容積との関連を検討した。本研究は，
強度別の活動パターンがこれら機能の異なる領域
に与える影響を記述する探索的アプローチを採用
しており，将来の縦断研究や機序解明に向けた基
礎的知見を提供することを目的とする。

方　法

Ａ．参加者

　本研究は，高齢者の認知症およびサルコペニア
関連因子を調査する地域基盤研究 Fukuoka Island 

City Studyの一環として実施された10,11）。本計画
はヘルシンキ宣言を遵守し，福岡大学倫理委員会
の承認を得て行われ（承認番号：15-04-02, 21-05-

M2），全参加者から事前に文書による同意を得た。
当初，地域在住高齢者58名が登録されたが，スク
リーニングテストにより潜在的な認知機能低下が
示唆された者を除外し，最終的に46名を解析対象
とした（表 1）。
Ｂ．身体活動評価

　日常的な身体活動は，腰部装着型の三軸加速度
計を16日間装着することで測定した12）。装着時間
が不十分な日などを既存の基準に基づき除外した

後，食事誘発性熱産生を考慮した推定総エネル
ギー消費量から「身体活動レベル（PAL）」を算出し
た13）。更に，代謝当量（METs）に基づき，座位時
間，低強度身体活動（LPA）時間，および中高強度
身体活動（MVPA）時間を算出した。
Ｃ．脳容積解析

　3.0 テ ス ラ MRI 装 置（MAGNETOM Skyra, 

Siemens）を用いて T1強調画像を取得した。画像
処 理 に は FreeSurfer（version 7.4.1）を 用 い，
Desikan-Killiany アトラスに基づき領域分割を
行った14）。解析対象領域は，身体活動との関連が
深いとされる背外側前頭前野（DLPFC）および中
心前回（一次運動野）に焦点を当て，各容積は頭蓋
内容積で正規化した。
Ｄ．統計解析

　各身体活動指標に基づき参加者を三分位に分類
した。共変量として年齢，性別，教育歴，既往歴
（糖尿病，脂質異常症，高血圧）を制御した共分散
分析（ANCOVA）を行い，身体活動指標と脳容積
の関連を検討した。用量反応関係の確認には線形
トレンド検定を用い，多重比較補正には Bonferroni

法を採用した。有意水準は P < 0.05とした。

結　果

　解析対象となった46名における身体活動指標と
脳容積の関連について，ANCOVAおよび線形ト
レンド検定を用いた解析結果を表 2に示した。
　PALについては，DLPFC容積との間に有意な
主効果（P = 0.002）および正の線形トレンド（P for 

trend = 0.017）が認められた。多重比較の結果，
PALの第 3三分位群（5.25 ± 0.34）は，第 1（4.93 ± 

0.34）および第 2（4.77 ± 0.33）の各群と比較して有
意に高い DLPFC容積を示した。
　強度別の検討において，LPA時間は DLPFC容
積と顕著な正の関連を示した（主効果：P = 0.005, 

P for trend = 0.005）。LPA時間が最も長い第 3三
分位群（5.27 ± 0.37）は，第 1（4.81 ± 0.38）および
第 2（4.87 ± 0.34）の各群に対して有意に大きな容
積を示した。一方で，座位時間（P for trend = 

0.061）およびMVPA時間（P for trend = 0.324）は，
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表 1．対象者特性（n = 46）

　項目

年齢，歳  70.7 ± 7.0

身長，cm 153.9 ± 8.7

体重，kg  55.0 ± 13.0

教育歴，年  12.8 ± 2.4
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DLPFC容積との間に有意な関連を示さなかった。
　一次運動野の容積については，PAL，座位時間，
LPA時間，MVPA時間のいずれの身体活動指標
とも有意な関連は認められなかった（P > 0.05）。

考　察

　本研究では，加速度計による客観的評価を用い，
身体活動と脳局所容積の関連を探索的に検討した。
主な知見は，身体活動レベル（PAL）および低強度
身体活動（LPA）時間が，背外側前頭前野（DLP-

FC）の容積と有意に関連していた点である。
DLPFCは実行機能などの高次認知機能を司り，
加齢による容積減少を特に受けやすい領域であ
る1,2,15）。本結果は，客観的に評価された身体活動
が前頭葉容積と正の関連を示すとした先行研
究16,17）を支持するものである。
　本研究の PALおよび LPAの解析において，第
3三分位群（高活動群）で顕著な容積維持が認めら
れたことは注目に値する。中高強度身体活動
（MVPA）ではなく LPAが DLPFC容積と密接に関
連した理由として，高齢者の日常生活の大部分が
家事や散歩といった LPAで占められていること

が考えられる。加速度計を用いた16日間の長期計
測により，自己記入式質問紙ではとらえきれない
低強度の活動パターンを詳細に定量化したことが，
今回の有意な関連の検出に寄与したと推察される。
一方で，MVPAや座位時間については有意な関
連が認められなかったが，これは高齢者における
活動強度のばらつきや，DLPFCに対する LPAの
特異的な寄与の可能性を示唆している。
　中心前回（一次運動野）においては，いずれの身
体活動指標とも関連がみられなかった。これは，
日常的な身体活動による脳に与える影響が，単な
る運動実行回路の維持にとどまらず，より高次の
認知制御領域に対して選択的に作用する可能性を
示唆している。ただし，DLPFCの容積維持がど
のような生理学的機序を介して身体活動と結びつ
いているかについては，今後の詳細な検証が必要
である。

総　括

　本研究により，高齢者における客観的な PAL，
特に LPAの蓄積が DLPFC容積と密接に関連して
いることが示された。本知見は，日常生活におけ

表 2．身体活動指標と背外側前頭前野（DLPFC）および一次運動野の容積との関係（n = 46）

PAL

First tertile （≤ 1.52） Second tertile （1.53-1.64） Third tertile （≥ 1.64） Main effect P for trend

DLPFC，% 4.93 ± 0.34 4.77 ± 0.33 5.25 ± 0.34 *# 0.002 0.017

一次運動野，% 1.64 ± 0.15 1.68 ± 0.14 1.71 ± 0.15 0.489 0.237

座位時間，min/day

First tertile （≤ 400） Second tertile （416-522） Third tertile （≥ 524） Main effect P for trend

DLPFC，% 5.10 ± 0.38 5.01 ± 0.41 4.83 ± 0.40 0.165 0.061

一次運動野，% 1.67 ± 0.15 1.69 ± 0.16 1.67 ± 0.15 0.96 0.987

LPA時間，min/day

First tertile （≤ 320） Second tertile （326-417） Third tertile （≥ 418） Main effect P for trend

DLPFC，% 4.81 ± 0.38 4.87 ± 0.34 5.27 ± 0.37 *# 0.005 0.005

一次運動野，% 1.64 ± 0.16 1.67 ± 0.14 1.73 ± 0.15 0.376 0.176

MVPA時間，min/day

First tertile （≤ 28） Second tertile （30-60） Third tertile （≥ 61） Main effect P for trend

DLPFC，% 4.95 ± 0.38 4.91 ± 0.37 5.09 ± 0.39 0.392 0.324

一次運動野，% 1.64 ± 0.14 1.70 ± 0.14 1.69 ± 0.14 0.404 0.334

* vs. First tertile, # vs. Second tertile.
各身体活動指標に基づき参加者の DLPFC容積と一次運動野の容積（%）を三分位に分類
共変量として年齢，性別，教育歴，既往歴（糖尿病，脂質異常症，高血圧）を制御した共分散分析（ANCOVA）による解析
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る低強度の活動パターンが，加齢に伴う脳構造の
変化を抑制する重要な因子である可能性を提示し
ている。
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要　旨

　背景：体力医学研究所ではオンラインを活用した新たな通いの場である「Slow Online FiTness
（SOFT）」を開発し，東京都八王子市内で地域への実装を進めている。本稿では実際の保健現場で行われ
ている SOFT 教室での参加者アンケート結果を二次利用し，実現場における SOFT 教室参加者の実態や
満足度，実感する効果などについて分析を行い，今後の SOFT の地域実装戦略の立案に向けた知見を得
ることを目的とした。
　方法：2025年12月に八王子市内の 2 か所の保健福祉センターで実施されたSOFT教室の参加者アンケー
ト結果を二次利用した。調査項目として年齢，性別，参加頻度，継続期間，満足度，主観的効果（体調，
体力，痛み，運動機会，健康意識，心理面，外出，会話，友人の 9 項目について 5 件法で聴取）を評価し
た。解析では主観的効果の各項目に肯定的な回答をした者の割合，および肯定的回答をした項目の合計数

（以下，主観的効果数）を算出し，SOFT への参加状況（実施頻度や期間）との関連を検討した。
　結果：対象者の平均年齢は77.8歳，女性の割合は92.1％であった。参加者の95.2％が「満足」と回答し，
8 割以上が週 1 回以上の高頻度で 1 年以上継続して参加していた。主観的効果を感じた者の割合は「健康
への意識向上」や「運動機会の増加」などの項目で多かった。また，身体面のみならず「会話の増加」「友人
ができた」などの社会面についても効果を実感する者が多かった。主観的効果数と参加状況との関連では，
週 1 回以上参加群では継続期間が 2 年以上になっても多くの主観的効果数を維持していたが，週 1 回未満
群では継続期間が 2 年以上経過すると主観的効果数が低下する傾向がみられた。
　考察：SOFT 教室では後期高齢者が高頻度かつ継続的に参加しており，参加者の満足度も非常に高かっ
た。参加者の主観的効果としては，身体面のみならず社会面についても効果を実感する者が多いことが明
らかになり，長期的にこれらの効果を実感し続けるためには週 1 回以上の参加頻度が重要である可能性が
示唆された。また，今後 SOFT の地域実装を進めるにあたり，参加者の参加頻度のモニタリングや男性
向けのアプローチ，上級者向けのプログラム開発，関節痛を伴う高齢者へのサポート，脱落者への追跡調
査および参加者の追跡調査などの課題が明らかとなった。本稿で得られた知見や課題を，今後の SOFT
の地域展開に活用していく予定である。
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背　景

　本邦では「通いの場」を軸とした介護予防事業が
推進されており，2023年には全国に15万 7千か所
以上の通いの場が存在し，高齢者の参加率は6.7％
となっている1）。しかし，厚生労働省が掲げる
「2025年度までに通いの場の高齢者参加率を 8％
へ」という目標は達成できておらず，都道府県別
でみても厚生労働省の目標を2023年時点で達成で
きているのは14県（29.8％）のみである1）。通いの
場の拡大の阻害因子として主に「担い手や運動な
どの指導者が不足している」「運営者の負担が大
きい」「活動内容がマンネリ化している」などの
課題があげられる2）。体力医学研究所ではこれら
の課題を解決する新たな試みとして，オンライン
を活用した通いの場である「Slow Online FiTness: 

SOFT」3）を開発した。SOFTの健康効果について
RCT試験を行っており，高い実施可能性や最大
歩行速度の改善効果があることを検証してい
る4,5）。また，2024年には東京都八王子市と共同
研究協定を締結し，地域への SOFTの実装を協働
で進めている。現在，八王子市では 2か所の保健
福祉センターが健康増進事業として SOFTを採用
しており，毎週保健福祉センターで SOFTの教室
が開催されている。これまでの我々の研究では
“研究の場”における SOFTの効果を検証してきた
ものの，“実際の保健現場”での実態（SOFTにど
のような高齢者が参加するのか，実施頻度や継続
率などの参加状況はどの程度なのか，SOFTに対
する満足度や主観的な効果はどの程度かなど）に
ついては検証が行えていなかった。今後 SOFTの
地域実装戦略を立案するうえで，上記のような実
現場における SOFTの実態に関する情報は大変重
要である。そこで本稿では，保健福祉センターが
事業評価として行った参加者アンケート結果を二
次利用し，実現場における SOFT教室の実態（参
加者の特性，参加状況，満足度，実感する効果）
について分析し，今後の SOFTの地域実装戦略の
立案に向けた知見を得ることを目的とした。

方　法

Ａ．SOFTの概要

　SOFTはスロートレーニング（筋力トレーニン
グ），スローエアロビックⓇ（全身バランス運動），
脳トレなどの多要素の運動で構成されたプログラ
ムを，オンラインで運動指導者と地域の通いの場
を繋いで配信する仕組みとなっている。指導者は
日本エアロビック連盟のプロの講師が担当し，会
場の様子や反応を見ながら指導を行う。SOFTの
配信形式はリアルタイムに指導者と会場を繋ぐ
「ライブ配信形式」と，録画したライブ配信形式の
映像をオンデマンドで配信する「アーカイブ配信
形式」があり，通いの場の団体の都合に合わせ配
信形式を選択する。SOFTでは指導者の準備や住
民リーダーの養成が不要なため住民や行政にとっ
て負担なく実施でき，そして効果的な運動を効率
よく実施できる点が強みである3）。

※ スローエアロビックは公益社団法人日本エアロビック
連盟の登録商標です。

Ｂ．調査方法

1．調査対象
　2025年12月時点で東京都八王子市の 2つ保健福
祉センター（A，B）で行われている SOFT教室の
参加者を対象とした。当該の保健福祉センターで
は，センターの事業として週 1回の頻度で SOFT

教室が実施されており，市内の住民であれば誰で
も無料で参加可能となっている。調査時点では，
保健福祉センター Aでは毎回約120名が，保健福
祉センター Bでは毎回約50名が SOFT教室に参
加していた。

2．調査方法
　保健福祉センターの事業評価としてセンターの
職員が参加者に対し無記名式のアンケート票を配
布し調査を行った。アンケート調査は2025年12月
中に SOFT教室後に実施した。体力医学研究所で
は八王子市との共同研究協定のもと，当該データ
を，個人情報を排除したうえで提供を受けた。
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3．調査項目
　参加者の特徴として，年齢，性別，SOFT教室
への参加頻度および継続期間を調査した。また，
SOFTに対する主観的な評価として，満足度を 2

件法（満足している，満足していない）で， 9項目
の主観的な効果（体調が良くなった，体力（筋力）
がついた，痛み（肩・ひざ・腰など）が軽減した，
運動する機会が増えた，健康に気をつけるように
なった，気持ちが前向きになった，外出する機会
が増えた，会話をする機会が増えた，SOFTを通
じて友人が増えた）について 5件法（とても思う，
思う，どちらともいえない，思わない，全く思わ
ない）で評価した。

4．解析方法
　主観的効果数として，主観的効果の 9項目につ
いて「とても思う」「思う」と肯定的に回答した項
目数の合計を算出した（範囲： 0～ 9）。参加頻度
と継続期間の関係および参加状況による主観的効
果数の違いについて，グラフを用いてその関係性
や違いについて可視化した。連続変数は平均値
（標準偏差）で表記し，カテゴリー変数は実数（割
合）で表記した。

5．倫理的配慮
　本研究は，明治安田厚生事業団倫理審査委員会
の承認を得たうえで実施した（承認番号：2023-

0003）。東京都八王子市と体力医学研究所は，
2024年 8 月に共同研究協定を締結しており，
SOFTプロジェクトに関する学術的支援と科学的
評価を実施することが規定されている。

結果と考察

Ａ�．SOFT教室の参加者特性および参加状況

　アンケート調査は166名（保健福祉センター A：
117名，保健福祉センター B：49名）より回答を得
た。対象者特性を表 1に示す。参加者の年齢は平
均が77.8歳，後期高齢者が74.2％を占めていた。
一般に，後期高齢者ではフレイルが急増するた
め6），介護予防事業として狙いどおりの層の住民
が参加していたといえる。参加頻度は週に 1回以
上参加している参加者が全体の80.2％を占めてお
り，継続期間は 1 年以上継続している参加者が
65.9％を占めていた。また，参加頻度と継続期間
のとの関係（図 1）をみると，週 1回以上の高頻度
で 1 年以上 SOFTを継続している高齢者が90名
（全体の55.6％）確認できた。これらから，SOFT

はフレイル予防のメインターゲットである後期高
齢者を中心に，高頻度かつ継続的に一定数の高齢
者が参加可能な事業になり得ることが明らかと
なった。一方で，継続期間が長くなるにつれ低頻
度参加者の割合が低くなっていた。このことから，
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表 1．対象者特性

回答者数 欠損者数 平均／／実数 標準偏差／／％

性別（女性 , 人） 164 2 151 92.1

平均年齢（歳） 163 3 77.8 5.7

　前期高齢者（人） 42 25.8

　後期高齢者（人） 121 74.2

参加頻度（人） 162 4

　月に 1回未満 1 0.6

　月 1～ 3回程度 31 19.1

　週に 1回以上 105 64.8

　週に 2回以上 25 15.4

継続期間（人） 164 2

　 1年未満 56 34.1

　 1年以上 71 43.3

　 2年以上 37 22.6

主観的効果数（個） 166 0 6.8 2.4
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低頻度参加者や徐々に参加頻度が低下している参
加者では，その後に SOFT教室から脱落しやすい
傾向にあると考えられる。SOFT教室への継続参
加を促すには，参加者の参加頻度を定期的にモニ
タリングし，参加頻度が低い（低下してきた）参加
者にはその原因に関するヒアリングを行い可能な
範囲でのサポートを行う必要性が示唆された。
　SOFT教室参加者の男女比をみると女性が約 9

割を占めていた。全国の通いの場においても女性
参加者の割合が圧倒的に多い傾向（女性参加者が
約 8～ 9割）にあり1），SOFT教室でも同様の傾向
であった。一般に，通いの場における「男性参加
者が少ない」といった課題に対しては“男性のみの

グループを作る”，“活動内容の工夫（男性向けの
コンテンツ）”，“男性に役割を担ってもらう”など
の対策が推奨されている2）。今後 SOFTを地域で
展開する際には，男性高齢者に向けたこれらの対
策を講じる必要があることが示唆された。
Ｂ．SOFTへの満足度と主観的な効果

　SOFT に“満足”と回答した参加者の割合は
95.2％であった（図 2）。この結果から，SOFTが
多くの高齢者にとって魅力的なコンテンツである
ことが確認された。また，“不満”と回答した者の
理由をみると，「もっと運動の強度や時間，種類
を増やしてほしい」といった理由がほとんどであ
り，SOFTの魅力自体を否定するものではなく前
向きな意見が主であった。一方で，本アンケート
はそもそも SOFTを継続実施している者のみに

図 1．参加頻度と継続期間の関係
※グラフ内の数字は実人数
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とっているため，好意的な意見が多くなるのは当
然ともいえる。今後は，途中で SOFTをやめた者
の割合やその理由なども調査する必要がある。ま
た，“不満”と回答した者の理由にあった「運動強
度や種類」に関しては，SOFTの上級者向けプロ
グラムなどの検討の必要性が示唆された。
　SOFTの主観的効果について，項目ごとの回答
者割合を図 3に示す。各項目に肯定的な回答（「と
ても思う」および「思う」）をした者の割合に着目す
ると，最も割合が高かったのが「健康に気をつけ
るようになった」（93.3％）であり，次いで「会話
をする機会が増えた」（83.9％），「運動する機会
が増えた」（83.4％）などで効果を実感する者の割
合が多かった。特に SOFTの効果として身体面の
改善のみならず，「会話をする機会が増えた」や
「気持ちが前向きになった」（82.8％），「外出する
機会が増えた」（80.2％），「友人ができた」
（64.4％）などの心理面や社会面の項目においても
効果を実感する者が多かった点は重要な知見であ
る。介護予防の 3 本柱として運動や栄養と並び
「社会参加」が重要な要素とされているが，SOFT

はまさに社会参加の場としても有効であることが
示された。一方で，「痛み（肩 ·ひざ ·腰など）が
軽減した」（52.5％）では効果を実感する者は比較
的少なく，関節痛を有する者に対するサポート
（例えば，リハビリテーション専門職による団体
への定期訪問や疼痛をテーマにした講義動画の配
信など）が別途必要な可能性が示唆された。

Ｃ�．SOFTへの参加状況と主観的効果数との関

連

　SOFT教室への参加頻度および継続期間別での
主観的効果数を図 4に示す。実施頻度が週 1回以
上および週 2回以上の者では，継続期間が 1年未
満， 1年以上， 2年以上と長期化しても主観的効
果数が高いレベルで維持されていた。一方で，実
施頻度が週 1回未満の者では，継続期間が 1年未
満または 1年以上（ 2年未満まで）は他群と同程度
の高い主観的効果数であったが，継続年数が 2年
を経過すると顕著に主観的効果数が低下していた。
以上より，長期間にわたって参加者に SOFTの効
果を実感いただくには，週 1 回以上の頻度で
SOFT教室に参加することを推奨していく必要が
あることが示唆された。ただし，継続期間 1年未
満かつ実施頻度週 2回以上群は 2名，継続期間 2

年以上かつ実施頻度週 1回未満群は 4名と極端に
データ数が少なく，結果の解釈には注意が必要で
ある（各群のデータ数については図 1を参照のこ
と）。また，本研究は横断的データによる検討で
あるため，参加状況と主観的効果数との因果関係
を断定することはできず，主観的効果が実感でき
ない者では長期間継続できていなかった可能性も
ある。この点については，更なる研究が必要であ
る。

総　括

　本稿では実際の保健現場において SOFTを事業
として実施した際の，参加者の参加状況や満足度，
主観的な効果などについて検討を行った。その結
果，SOFTは参加者からの満足度が非常に高く，
後期高齢者でも高頻度かつ長期間にわたって参加
できる事業であることが示された。また，参加者
の主観的効果として身体面のみならず心理面や社
会面に関する効果を実感する者も多く，これらの
主観的効果を長期間にわたり実感するには週 1回
以上の参加頻度を推奨する必要性が示唆された。
一方で，今後 SOFTの地域実装を進めるにあたり，
参加者の参加頻度のモニタリングや男性に向けた
アプローチ方法の検討，上級者向けのプログラム

〔資　料〕�オンラインを活用した通いの場「Slow Online FiTness： SOFT」参加者における満足度と主観的効果の調査報告

図 4．参加状況別の主観的効果数
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開発，関節痛を伴う高齢者へのサポート，脱落者
への追跡調査および参加者の追跡調査などの課題
が明らかとなった。本稿で得られた知見や課題を，
今後の SOFTの地域展開に活用していく予定であ
る。
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〔二次出版〕

高頻度・短時間のウェブベースで行う低強度エアロビックダンス
運動が高齢者の体組成，身体機能および身体活動量に及ぼす影響：

無作為化対照試験
－�BMC Geriatrics に掲載された英語論文の 

日本語による二次出版－

渡邉裕也 1 , 2 ）†，兵頭和樹 1 ）†，山口大輔 1 ），野田隆行 1 ），西田純世 1 ），
上野愛子 1 ），甲斐裕子 1 ），荒尾 孝 1 ）

SUMMARY

　背景：身体不活動は世界中の高齢者にとって心身の機能低下や健康リスクの増大に関連する重要な問題
である。従来の運動プログラムは，アクセス性やモチベーション維持といったバリアがある。オンライン
の在宅運動プログラムは，スケーラブルかつアクセスしやすい解決策を提供する。本研究は，12週間にわ
たってオンラインで行う高頻度・短時間の低強度エアロビックダンス運動プログラムが，高齢者の体組成，
身体機能および身体活動量に及ぼす効果を検討した。
　方法：81名の高齢者を運動群（n = 41）または対照群（n = 40）に無作為に割り付けた。運動群は平日の午前
中に実施される20分間の低強度エアロビックダンスセッションからなる12週間の在宅オンラインプログラム
に参加した。対照群は通常の生活を維持した。介入前後に体組成，身体機能および身体活動量を評価した。
　結果：71名（運動群36名，対照群35名）が試験を完了した。運動群は対照群と比較して最大歩行速度が
0.10 m/s 有意に改善し，体組成，身体活動量，その他の身体機能指標には群間に有意差は認められなかっ
た。参加率は94.5% であり，介入の高い実施可能性が示された。
　結論：12週間のオンラインエアロビックダンス運動プログラムは歩行速度を選択的に改善し，高齢者の
特定の運動機能を向上させる可能性が示唆された。オンライン介入はアクセス性とスケーラビリティに優
れており，高齢者の機能的自立と健康的な加齢の促進に寄与しうる。今後の研究では長期的効果を検討す
るとともに，その効果を最大化するためのプログラムの最適化が求められる。

Key words：�低強度運動，低強度身体活動，オンライン運動，オンライン介入， 
無作為化対照試験，歩行速度，COVID-19
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背　景

　身体活動は，身体・精神・社会機能など，高齢
者のさまざまな健康アウトカムに好影響をもたら
すことが知られている1,2）。一方，座位行動はこ
れらのアウトカムに悪影響を及ぼすことも示され
ている3）。こうした知見を踏まえ，世界保健機関
（WHO）は，座位行動の削減と合わせて，定期的
な中高強度の有酸素運動および筋力増強運動を実
施するよう推奨している4）。しかし，身体的な制
限・疼痛・モチベーションの低さ・環境上のバリ
アなどにより，多くの高齢者はこれらの基準を満
たすことに困難を感じている5,6）。低強度身体活
動（LPA）は，身体的・心理的ストレスが低く，受
傷リスクが低減されており，日常生活に組み込み
やすいため，多くの高齢者にとって実施可能かつ
安全な代替手段となりうる7）。介入研究および観
察研究からの新たなエビデンスは，LPAが移動
能力・バランス・筋力などの身体機能，更には心
血管および代謝の健康を改善しうることを示唆し
ている7-9）。
　更に，インターネットを介して運動プログラム
を届けるオンライン運動教室が，交通手段の困難
や施設へのアクセス不足といった環境上のバリア
を克服する手段として注目されている10）。こうし
たオンラインプログラムの普及は，対面活動が制
限された COVID-19パンデミックによって大幅に
加速した10）。近年，筋力トレーニング・有酸素運
動・ヨガなどの在宅オンライン運動プログラムの
実施可能性に関する研究が行われている11-14）。
Granetら14）は，高齢者をライブ・インタラクティ
ブ運動群と録画運動群に無作為に割り付ける12週
間の介入を実施した。両群とも歩行速度や 5回椅
子立ち上がりテストなどの体力指標において有意
な改善を示した。特筆すべきは，ライブ・インタ
ラクティブ群がより大きな改善と低い脱落率
（16％）を示したのに対し，録画群の脱落率は46％
であったことである。この結果は，インストラク
ターや他の参加者とのリアルタイムの相互交流が，
運動プログラムのモチベーション維持と参加継続

において重要であることを示唆している。
　そこで，高齢者にとって実施可能かつアクセス
しやすい運動プログラムを構築するため，我々は
Zoomアプリケーションなどのビデオ会議プラッ
トフォームを介して提供される，オンライン・短
時間（20分）・低強度のエアロビックダンス運動プ
ログラムを開発した。我々の先行研究では，本プ
ログラムの実施可能性・安全性・楽しさ・使いや
すさが確認されており15），高齢者の健康増進とフ
レイル予防への貢献が示唆された。しかし，体組
成・身体機能・身体活動量に対する効果は依然と
して明らかではない。本研究は，短時間（20分）・
高頻度・低強度のインタラクティブオンライン運
動プログラムを高齢者に対して初めて無作為化対
照試験で評価することにより，既存の文献におけ
るギャップに対処するものである。評価指標には
体組成・身体機能・客観的に測定された身体活動
量が含まれる。中高強度身体活動（MVPA）を行う
ことにさまざまなバリアを抱える高齢者に対する，
このような低強度オンラインプログラムの有効性
に関するエビデンスはいまだ限られている。
　したがって本研究は，平日午前中に実施される
短時間・高頻度の12週間オンラインエアロビック
ダンス運動プログラムへの参加が，地域在住高齢
者の体組成・身体機能・日常身体活動量の改善に
つながるかどうかを検証することを目的とした。
本試験はプログラムの有効性を検討することを主
目的としたため，技術的バリアを最小にすべく，
運動群の全参加者には必要な情報通信技術
（ICT）システム（デバイスおよびインターネット
接続環境）が提供された。我々は，本プログラム
への参加によって，（1）朝の運動が活力を高めて
日常の身体活動量が増加し，（2）除脂肪体重の増
加と脂肪量の減少により体組成に良好な影響が生
じ，（3）より機能的な身体動作を促進することか
らバランスや移動能力などの身体機能が向上する
という仮説を立てた。
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研究デザインと方法

Ａ．参加者

　東京都八王子市の60歳以上の地域在住高齢者を
対象にチラシを用いて参加者を募集した。認知機
能については，日本語版ミニメンタルステート検
査（MMSE-J）を用いてスクリーニングを行い，
カットオフスコアを24点以上とした16）。MMSE-J

は認定販売業者から入手した公式用紙を用いて実
施した。認知症や脳卒中の既往歴を含む病歴およ
び服薬状況については，自記式質問紙により調査
した。除外基準は以下のとおりとした：（1）かか
りつけ医からの運動制限がある者，（2）立位での
運動が不可能な者，（3）脳卒中・認知症・重篤な
疾患の既往歴がある者，（4）MMSE-Jスコアが23

点以下の者，（5）精神安定剤またはホルモン剤を
使用している者，（6）コントロール不良の高血圧
（収縮期血圧 ≧ 160 mmHgおよび /または拡張期
血圧 ≧ 95 mmHg）を有する者。参加者は，群間
のバランスを確保するため，性別と年齢カテゴ
リー（75歳未満または75歳以上）に基づく層化無
作為化によって割り付けた。
　すべての参加者は本研究の目的・手順・リスク
について十分な説明を受け，参加前に書面による
同意を提供した。明治安田厚生事業団倫理審査委
員会が研究プロトコルを承認した（承認番号：
2022-0001）。本研究は UMIN臨床試験登録データ
ベース（UMIN000044758）に登録されている。
Ｂ．研究手順

　12週間のオンライン運動介入の無作為化対照試
験は，2021年 9～11月および2022年 1～ 4月の 2

コホートに分けて実施された。介入前の測定後，
参加者を運動群または対照群に無作為に割り付け
た。運動群は12週間にわたり平日午前中に実施さ
れるオンライン運動セッションに参加した。対照
群には12週間，通常の生活を維持するよう指示し
た。介入後の測定は12週間の介入期間終了後に実
施した。
Ｃ．介入プログラム

　本介入プログラムの詳細は先行研究で報告され

ている15）。概要を述べると，オンライン運動プロ
グラムは Zoomを介して提供され， 5名のプロの
インストラクターのうちの 1名が日ごとに交代で
指導した。各セッションは20分間で構成され， 5

分間のウォームアップ，10分間の低強度エアロ
ビックダンス（「スローエアロビック®」），および
5分間のクールダウンを含んだ。プログラムは12

週間にわたり週 5日（月～金曜日）実施された。参
加者は 2回の朝のセッション（午前 8時30分また
は 9時30分開始）のどちらかを選択することがで
きた。 5名のプロのエアロビックダンス運動イン
ストラクター（男性 1名・女性 4名）のうちの 1

名が Zoomを使用して運動プログラムを指導した。
　スローエアロビックは，高齢者向けに特別に設
計された低強度のリズミカルなエアロビックダン
ス運動である。 3つの主要な動作パターンが組み
込まれている：（1）体幹の側方伸展，（2）胸郭を開
く腕の動作，（3）体幹の回旋。詳細な動作説明は
文献17）を参照されたい。これらの動作は，高齢者
が安全かつ快適に参加できるよう選定された，
ビート毎分（bpm）90～120の音楽に合わせて実施
される17,18）。本プログラムは，柔軟性・姿勢制
御・全身の身体活動を促進するため，体幹と胸郭
の動的な可動性を重視している。運動は立位で行
われ，専用器具や広いスペースを必要としないた
め，自宅での実施が容易である。参加者の関心を
維持するため， 2週間ごとに動きを一部変更した。
Ｄ．オンライン運動提供と安全管理システム

　各参加者にはオンライン運動教室参加に必要な
デバイス（Zoomと LINE WORKSアプリが事前イ
ンストールされたタブレット，心拍数モニター，
心拍数測定用スマートフォン，Wi-Fiルーター）
が貸与された15）。すべてのデバイスは無償で貸し
出され，参加者には機器の使用方法について説明
した。毎朝，セッションのリンクを含んだリマイ
ンダーが LINE WORKSを通じて送信され，運動
セッションへの参加手続きが簡略化された。
　安全管理のため，参加者は各セッション前に
LINE WORKSを介した簡易な健康状態チェック
リストを記入するよう求められた。これには自己

〔二次出版〕�高頻度・短時間のウェブベースで行う低強度エアロビックダンス運動が高齢者の体組成， 
身体機能および身体活動量に及ぼす影響：無作為化対照試験
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申告による血圧と全般的な健康状態に関する質問
が含まれた。収縮期血圧180 mmHg以上または拡
張期血圧110 mmHg以上の参加者には，安全上の
理由から当日の参加を控えるよう指示した。セッ
ション中は，心拍数モニター（OH1，Polar社，
フィンランド）を用いて参加者の心拍数をリアル
タイムでモニタリングし，データはオンラインシ
ステムを通じて研究チームに送信された。研究ス
タッフは Zoomを通じて参加者の動作を継続的に
観察し，適切な運動フォームを確保するとともに，
懸念事項が生じた際には速やかに対応した。
Ｅ．測定項目

　身体計測指標・体組成・身体機能・身体活動量
を，12週間の介入前後にコミュニティセンターま
たは我々の研究所において測定した。 6名の訓練
された研究所メンバーが測定を実施した。身長は
アナログ身長計を用いて足底から頭頂部まで0.1 

cm単位で測定した。体重・除脂肪体重・体脂肪
率は，参加者が裸足の状態で，生体電気インピー
ダンス測定装置（InBody 430，Biospace社，韓国）
を用いて測定した。体格指数（BMI）は体重を身長
の二乗で除して算出した。
　握力・椅子立ち上がり・開眼片脚立ち・通常歩
行速度・最大歩行速度を含む，一連の身体機能テ
ストを実施した。握力はスメドレー式ハンドダイ
ナモメーター（TKK5401，竹井機器工業株式会社，
日本）を用いて測定した19,20）。左右の手それぞれ
について，短い休憩を挟み最大努力で 2回ずつ測
定した。 4試行（左右各 2試行）の最大値を解析に
使用した。 5回椅子立ち上がりテストおよび30秒
椅子立ち上がりテストを実施した19,20）。参加者に
は，肘掛けのない堅固な背もたれ付き椅子から可
能な限り素早く立ち座りを繰り返すよう指示した。
5回椅子立ち上がりのパフォーマンスはストップ
ウォッチを用いて測定し，30秒以内の反復回数を
カウントした。各テストは 1回ずつ実施した。開
眼片脚立ち時間はストップウォッチで測定した19）。
参加者は手を腰に当て，どちらか一方の足で立つ
よう指示された。支持脚が開始位置からずれた場
合，挙上した脚が床または支持脚に触れた場合，

または腰に当てた手が離れた場合に測定を中止す
ることが参加者に説明された。測定の最大時間は
180秒とした。短い休憩を挟み 2試行を実施し，
高い値を解析に使用した。10 m歩行テストを通
常歩行速度と最大歩行速度の両方で実施し，最初
と最後の各 2  mを除いた 6  mの歩行時間を光電
管システム（Witty，Microgate社，イタリア）を用
いて測定した。本研究では， 4対の光電管を出発
ライン，そこから 2  m・ 8  m・10 mの位置に設置
した。通常歩行テストでは習慣的な歩行を評価す
るため普段のペースで歩くよう指示し，最大歩行
テストでは可能な限り速く歩くよう指示した。い
ずれの場合も短い休憩を挟み 2試行を実施し，短
いほうの歩行時間を解析に使用した。歩行速度
（m/s）は 6  mを 2試行の短い歩行時間で除して算
出した19,20）。
　 3軸加速度計（Active Style Pro HJA750-C，オム
ロンヘルスケア株式会社，日本）を用いて，身体
活動（PA）および座位行動（SB）を評価した21,22）。
参加者には少なくとも10日間，起床中に腰部に装
置を装着するよう指示した。エポック長は60秒に
設定し，メーカー提供ソフトウェアを使用して推
定代謝当量（METs）値を算出した。非装着時間は，
活動量が検出限界以下の連続60分間として定義し
た23）。 1日の有効日は参加者が加速度計を少なく
とも10時間装着した日と定義し24）， 4日以上の有
効日をもつ参加者のみを解析に含めた。各60秒エ
ポックは SB（≦ 1.5 METs）・LPA（1.6～2.9 METs）・
MVPA（≧ 3.0 METs）に分類した25,26）。各活動に費
やした時間は 1日当たりで集計し，すべての有効
日の平均を算出した。
F．統計解析

　統計解析は R 4.4.1（R Foundation for Statistical 

Computing，オーストリア）を使用して実施した。
介入効果を検討するため，すべての変数について
共分散分析（ANCOVA）を実施した。従属変数は
介入後スコア，独立変数は群（運動群対対照群）と
した。ベースラインの差を統制するため，ベース
ライン（介入前）スコアを共変量として含めた。主
解析は完全ケースに基づく modified intention-to-
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treat（mITT）アプローチを用いて ANCOVAを実施
した。感度分析として， 3つの追加解析を実施し
た：（1）選択バイアスの影響を評価するための多
重代入法による欠損値補完を用いた ITT解析（詳
細は補足表 1参照），（2）群間差による交絡の可能
性に対処するため，主解析のベースライン共変量
に加えて歩数を調整した mITT解析，および（3）
per-protocol解析。統計的有意水準は P < 0.05とし
た。

結　果

　本研究のCONSORTダイアグラムを図 1に示す。
12週間のオンライン運動介入のベースライン評価
（事前測定）に参加した高齢者は合計102名であっ
た。そのうち21名が，適格基準を満たさなかった
（n = 16）または参加を辞退した（n = 5）ため除外
された。その結果，81名が運動群（n = 41）または
対照群（n = 40）に無作為に割り付けられた。割り
付け時点で， 5名（運動群 2名・対照群 3名）が割
り当てられた介入を辞退したが，事後測定には参
加した。更に， 6名（運動群 3名・対照群 3名）が

介入期間中に試験から脱落し，事後測定に参加し
なかった。脱落の理由は，運動群では介入と無関
係な怪我（n = 1），ICT機器の使用困難（n = 1），
スケジュールの都合（n = 1）であり，対照群では
測定の負担（n = 3）であった。介入に起因する脱
落は認められなかった。CONSORTダイアグラム
には記載されていないが，運動群の 1名が介入途
中に介入と無関係な膝の怪我を経験し，参加率が
著しく低下したため，per-protocol解析から除外
した。したがって，主 ITT解析には事後介入評
価に参加した運動群38名・対照群37名のデータが
含まれた。per-protocol解析には運動群35名・対
照群34名が含まれた。更に，多重代入法解析では
欠損値がすべての参加者について補完され，運動
群41名・対照群40名のデータを解析に含めた。多
重代入解析を除き，各解析に含まれる参加者数は
特定項目の欠損データにより若干異なった。介入
前の両群の人口統計学的特性を表 1に示す。
　運動群の継続率は92.3％であり，当初の割り付
けを受け入れた39名のうち 3名が脱落した。運動
群39名の平均参加率は94.5 ± 6.4％であった。また，

〔二次出版〕�高頻度・短時間のウェブベースで行う低強度エアロビックダンス運動が高齢者の体組成， 
身体機能および身体活動量に及ぼす影響：無作為化対照試験

図 1．CONSORTダイアグラム

適格性の評価（n = 102）

ランダム化（n = 81）

運動群への割り付け（n = 41）
　割り振られた介入を受けた（n = 39）
　割り振られた介入を受けなかった（n = 2）

事後測定に参加 （n = 38）
事後測定に不参加（n = 3）
　介入と無関係の怪我 （n = 1）
　ICT機器の使用困難  （n = 1）
　日程の都合がつかず （n = 1）

mITT解析対照（n = 38）

除外（n = 21）
　適格基準に該当せず（n = 16）
　参加拒否（n = 5）

対照群への割り付け （n = 40 ）
　割り振られた介入を受けた （n = 37）
　割り振られた介入を受けずに運動教室に参加
　した（n = 3）

事後測定に参加 （n = 37）
事後測定に不参加（n = 3）
　測定が負担（n = 3）

mITT解析対照（n = 37）
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運動プログラム中の平均心拍数は90.6 ± 10.5 bpm，
心拍予備量（HRR）は22.2 ± 11.5％であった。HRR

に基づき，先行研究と同様に，スローエアロビッ
クが米国スポーツ医学会（ACSM）定義による低強
度の範囲（運動中の HRR 40％未満）の運動である
ことを確認した15）。本研究では介入に関連した有

害事象は認められなかった。
　補足図 1～ 3に，運動群および対照群における
各測定項目の調整前の個人別介入前後の値を示す。
表 2 に，調整後の介入後値と統計結果を含む
mITTベースの ANCOVA結果を示す。補足表 1

～ 3に，多重代入 ITT・per-protocol解析・歩数調

表 1．参加者のベースライン特性

特性 全体（n = 81） 運動群（n = 41） 対照群（n = 40）

年齢（歳）   75.9（5.2）   76.0（5.2）   75.8（5.4）
性別（男性）      13（16.0%）        6（14.6%）        7（17.5%）
教育年数（年）   13.0（2.1）   12.9（2.0）   13.2（2.2）
MMSE（点）   28.4（1.7）   28.5（1.5）   28.4（1.9）
自己評価健康感（良好以上）      65（80.2%）      36（87.8%）      29（72.5%）
身長（cm） 153.6（7.9） 153.4（7.3） 153.8（8.6）
体重（kg）   53.4（9.1）   52.6（8.2）   54.3（10.0）
BMI（kg/m²）   22.6（3.4）   22.3（2.8）   23.0（4.0）
筋肉量（kg）   19.1（3.4）   18.8（3.0）   19.4（3.9）
脂肪量（kg）   17.2（6.5）   16.9（5.4）   17.5（7.6）
体脂肪率（%）   31.6（8.1）   31.7（6.9）   31.5（9.3）
握力（kg）   23.3（6.1）   22.7（5.6）   24.0（6.5）
通常歩行速度（m/s）   1.37（0.23）   1.37（0.20）   1.38（0.25）
最大歩行速度（m/s）  1.82（0.32）   1.83（0.30）   1.82（0.34）
日常歩数（歩 /日）  4543（2197）  5203（2400）  3847（1735）
座位行動（%）   59.2（9.8）   57.5（11.4）   61.0（7.5）
低強度身体活動（%）   36.6（8.6）   37.7（10.1）   35.5（6.7）
中高強度身体活動（%）     4.1（2.7）     4.8（3.1）     3.4（2.1）

MMSE：ミニメンタルステート検査

表 2．介入後アウトカム（ITT解析による ANCOVA結果）

項目
運動群

調整後平均（SE）
対照群

調整後平均（SE）
群間差

（95% CI）
P値 Cohen's d

体重（kg）  52.6（0.2）  53.1（0.2）  ­0.5（­1.2, 0.1） 0.102 ­0.4

筋肉量（kg）  19.4（0.1）  19.4（0.2）  ­0.1（­0.5, 0.3） 0.693 ­0.1

脂肪量（kg）     16（0.3）  16.5（0.3）  ­0.5（­1.3, 0.3） 0.214 ­0.3

握力（kg）  23.9（0.5）  23.6（0.5）     0.3（­1.1, 1.7） 0.695 0.1

開眼片脚立ち（秒）  70.5（7.4）  58.5（7.7）   11.9（­9.5, 33.3） 0.27 0.27

通常歩行速度（m/s）  1.32（0.02）  1.27（0.02）   0.05（­0.01, 0.12） 0.115 0.38

最大歩行速度（m/s）  1.93（0.03）  1.83（0.03）     0.1（0.01, 0.2） 0.033* 0.52

日常歩数（歩 /日） 4906（195） 4743（195） 163.1（­399, 725） 0.565 0.14

座位行動（％）  55.5（0.9）  57.6（0.9）  ­2.1（­4.7, 0.4） 0.104 ­0.39

低強度身体活動（％）  40.5（0.8）  38.3（0.8）     2.2（­0.2, 4.5） 0.067 0.44

中高強度身体活動（％）    3.9（0.2）    4.2（0.2）  ­0.2（­0.9, 0.4） 0.477 ­0.17

＊ P < 0.05，連続変数は平均（標準偏差）で示した。
ITT：intention-to-treat，ANCOVA：共分散分析，SE：標準誤差，CI：信頼区間 
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整モデルを含む感度分析結果を示す。
　 3か月の介入後，運動群は対照群よりも最大歩
行速度が有意に高かった（β = 0.10，95%信頼区間
（CI） ［0.01, 0.2］，P = 0.033，d = 0.52）。統計的有
意水準には達しなかったが，LPAの点推定値は
運動群が高い傾向を示した（β = 2.2，95% CI ［­0.2, 

4.5］，P = 0.067，d = 0.44）。これらの傾向はすべ
ての感度分析において一貫していた。その他の変
数については群間に有意差は認められなかった。

考　察

　本研究は，12週間のオンライン・短時間・低強
度エアロビックダンス運動プログラムが地域在住
高齢者の体組成・身体機能・身体活動量に及ぼす
効果を検討した。プログラムが週 5日実施された
にもかかわらず，参加率は平均94.5%と著しく高
い水準を維持した。また，ICT機器の使用困難に
よる脱落者は最小限にとどまり，ICT機器に関す
るサポートが参加を効果的に促進したことが示唆
された。介入が測定アウトカムに及ぼした効果に
ついては，その他の身体機能指標・身体活動量・
体組成に有意な変化は認められなかった一方，最
大歩行速度は運動群において対照群と比較して臨
床的に意義のある0.10 m/s の有意な改善を示し
た27,28）。これらの結果は，このようなプログラム
が実施可能であり，かつ高齢者の特定の運動機能
を向上させるうえで有効である可能性を示唆して
いる。
　本研究では，介入による日常身体活動量の有意
な増加は，加速度計による測定では認められな
かった。この結果は，平日朝の短時間（20分）の運
動が日常生活における身体活動の全体的な量を有
意に増加させるには不十分である可能性を示唆し
ている。しかし，群間の調整後平均差は，運動群
において LPAが約2.1%（95% CI ［­0.2, 4.5］）高く，
SBが約2.1%（95% CI ［­4.7, 0.4］）低かったことを
示しており，これは LPAの約20分間の増加およ
び SBの約20分間の減少に相当する。感度分析で
も同様のパターンが観察され，結果の頑健性を更
に支持した。介入内容が毎朝20分間の LPAであっ

たことを考えると，この介入が観察された身体活
動の変化に直接寄与した可能性がある。注目すべ
きは，先行研究が構造化された運動介入により，
日中の残りの時間における自発的な日常活動が代
償的に減少するという懸念を示している29）にもか
かわらず，本研究ではそのような代償が認められ
なかった点である。LPAは，身体7,30）・認知機能
の改善31,32）や，代謝・心血管疾患リスクの低減8,9）

と関連していることが示されている。したがって，
運動群における LPAの増加と SBの減少傾向は，
長期的に意義ある健康上の恩恵をもたらす可能性
がある。
　身体的特性および体組成指標については，群間
に有意差は認められなかった。介入の期間が限定
的であり強度が低いことから，当該運動プログラ
ムは体組成に有意な変化をもたらすには不十分
であった可能性が高い。しかし，per-protocol解
析では，運動群は対照群と比較して，筋肉量の減
少を伴わずに（ 0  kg，95% CI ［­0.5, 0.4］），体重
がわずかに低く（­0.6 kg，95% CI ［­1.3, 0.1］），
脂肪量もわずかに少なかった（­0.6 kg，95% CI 

［­1.4, 0.2］）。これらの変化は小さいものの，高
い参加率の参加者における初期の生理学的適応を
反映している可能性がある。筋肉量を維持しなが
ら脂肪量を減少させることは，この年齢層におい
てサルコペニアを予防し機能的自立を維持するう
えで重要な役割を果たすため，特に高齢者におい
ては重要な意義をもつ33,34）。今後の研究では，よ
り長期の介入がより実質的な効果をもたらしうる
か検討すべきである。
　運動群は対照群と比較して最大歩行速度の有意
な増加を示し，調整後の介入後群間差は0.10 m/s

（95% CI ［0.01, 0.20］）であった。また，通常歩行
速度の差は統計的有意水準には達しなかったが，
同様の傾向が認められ，調整後の介入後群間差は
0.05 m/s（95% CI ［­0.01, 0.12］）であった。感度分
析でも同等の推定値が得られ，これらの知見の頑
健性を更に支持した。これらの結果は，オンライ
ンエアロビックダンスプログラム（スローエアロ
ビック）が高齢者の運動機能を改善しうることを
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示している。歩行速度は高齢者の身体機能および
死亡率の予測因子であることを考えると，歩行速
度の改善は臨床的に意義がある35,36）。歩行速度の
≧ 0.10 m/sの増加は，高齢者にとって臨床的に意
義ある差として広く認められている27,28）。このよ
うな改善は，全死因死亡率の低下，障害の減少，
医療利用 /入院の低減と関連していることが示さ
れている37-39）。したがって，この閾値レベルの改
善は健康上の利益につながる可能性がある。日本
人高齢者の最大歩行速度の平均は70歳代で1.77 

m/s，80歳代で1.63 m/sであり，10年間で0.14 m/s

低下することが示されている40）。したがって，本
研究で観察された0.10 m/sの改善は，約7.1年分の
若返りに相当すると解釈できる。本研究で観察さ
れた最大歩行速度の改善は，体幹柔軟性と姿勢制
御の向上に部分的に起因する可能性がある。ス
ローエアロビックは脊椎と胸郭の動的な動きを重
視していた。胸郭の可動性は，高齢者において特
にストライド長と歩行速度にかかわる効率的な歩
行パターンを維持するうえで重要である41,42）。更
に，音楽に合わせた全身協調運動の繰り返しの練
習は，バランスと運動制御の改善につながった可
能性があり，これらはいずれも安全で効果的な歩
行パフォーマンスの重要な決定因子である43,44）。
これらの適応は，筋力に有意な変化がない状況に
おいても，最大歩行速度の改善に寄与した可能性
がある。
　一方，筋力や静的バランスには有意な変化は認
められなかった。このことは，筋力とパワーを向
上させるためには，レジスタンス運動や高強度ト
レーニングを組み込んだプログラムが必要である
可能性を示唆している45）。実際，Liら46）の最近
の知見は，高強度インターバル歩行が高齢者にお
いて中強度運動と比較して身体機能を改善できる
ことを示し，生理学的適応を達成するうえでの運
動強度の重要な役割を強調している。今後の研究
では，筋力と体組成に対してより大きな効果を達
成するために，より長期的またはより強度の高い
プログラムを検討すべきである。
　パイロット研究15）と同様，本研究においても実

施可能性と参加率は高く，平均参加率は94.5％で
あった。注目すべきは，ICT機器の使用困難を理
由に脱落した参加者が 1名のみであり，提供され
た技術的サポートが参加へのバリアを効果的に最
小化したことが示唆された。この知見は，特にデ
ジタルツールの使用に困難を抱えると考えられる
高齢者においても，オンライン運動プログラムの
実施が可能であることを強調している。インスト
ラクターおよび参加者とのリアルタイムの相互交
流は，モチベーションと参加継続性を高めること
が示されている。一方，録画や非同期プログラム
はしばしば高い脱落率を示す14）。本介入の構造化
されたインタラクティブな性質が高い参加率に寄
与した可能性がある。オンライン運動プログラム
のアクセス性とスケーラビリティを考えると，こ
れらの知見は，このような介入が高齢者の機能的
自立と全般的な健康を維持するための効果的な戦
略となりうることを示唆しており，最終的には健
康寿命の延伸に貢献しうるものである。

研究の限界

　本研究にはいくつかの限界がある。第 1に，研
究参加者はオンライン運動プログラムへの参加意
欲を自発的に示した高齢者であった。運動群の
78％が定期的なインターネット使用を報告してお
り，2023年の日本人70～79歳の全国平均67％をや
や上回っている47）。これは，我々のサンプルが一
般的な高齢者集団よりもデジタルリテラシーが高
く，健康意識が高く，動機付けられていた可能性
を示している。このような特性は，一般的な高齢
者集団において期待されるよりも高い参加率と恩
恵をもたらした可能性がある。したがって，特に
ICTリテラシーやモチベーションが低い者を含む，
より広い高齢者集団への知見の一般化は慎重に解
釈すべきである。第 2に，本研究で高い参加率が
観察されたものの，ICT機器とWi-Fiは研究チー
ムから提供された。これにより最小限の技術的バ
リアが確保され，最適な条件下でプログラムの効
果を評価することが可能となったが，そのような
サポートがない実世界での実施においては，適切
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なデバイスのコストと入手可能性・安定したイン
ターネット接続・技術的支援の必要性などの課題
が生じる可能性がある48）。より広範な普及を支援
するための潜在的な戦略としては，既存のコミュ
ニティセンターを活用した共有デバイスとイン
ターネットアクセスの提供・プログラム開始前の
簡単なユーザートレーニングの実施・ICT経験が
少ない人々のためのユーザーインターフェースの
簡略化などが挙げられる。実世界でのスケーラビ
リティを向上させるため，我々は既に地域におい
てグループで行うオンライン運動教室をパイロッ
ト的に実施し，現在本格展開を進めている。この
アプローチでは，高齢者が地域の施設に集まり，
インストラクターが主導するリアルタイムオンラ
インセッションに参加する。このモデルは個人の
ICT機器や自宅のインターネット接続を不要とし，
デジタルリソースやスキルが限られた人々へのプ
ログラムのアクセシビリティを高める。またグ
ループ参加による社会的交流とモチベーションの
促進も期待できる。更に，参加者がテレビとリモ
コンを介してセッションに参加できるスマートテ
レビと Chromecastを使用した在宅提供方法のプ
ロトタイプも開発した49）。このアプローチは機器
コストを削減し，使いやすさを向上させる可能性
がある。第 3に，介入の12週間という期間と低強
度は，筋力や体組成の測定可能な変化を引き起こ
すには不十分であった可能性がある。今後の試験
では，低強度エアロビックダンスプログラムと，
強度の高い運動（例：レジスタンス運動やイン
ターバルトレーニング）を組み合わせることで，
高齢者における実施可能性と参加率を維持しなが
らより大きな効果が得られるかどうかを検討すべ
きである。第 4に，12週間の運動教室効果が長期
的に維持されるかは評価していない。今後の研究
では，これらの恩恵の長期的な維持を支援するた
めの戦略を探索すべきである。可能なアプローチ
としては，定期的なブースターセッション・地域
環境での継続的なグループベースプログラム・デ
ジタルプラットフォームで支援された自主的な在
宅運動などが挙げられる。最後に，スローエアロ

ビックによる歩行能力の改善の基礎となるメカニ
ズムは依然として不明である。 1つの可能な理由
は，柔軟性や動的バランスなどの機能的領域が本
研究で直接評価されなかったことである。今後の
研究でこのような評価（例：体幹回旋テスト50）・
ファンクショナルリーチテスト51）・ 2ステップテ
スト52）・Timed Up and Goテスト53））を含めること
で，観察された改善に寄与する生理学的・体力学
的要因を解明し，オンライン運動プログラムが全
体的な身体機能に及ぼす影響についてのより包括
的な理解が得られる可能性がある。

結　論

　本研究は，12週間のオンライン・短時間・低強
度エアロビックダンスプログラムが高齢者の最大
歩行速度を有意に改善し，高齢者における運動機
能の向上を示したことを実証した。高い実施可能
性・アクセス性・スケーラビリティを考えると，
本プログラムは高齢者の機能的自立を維持するた
めの実践的なツールとなりうる。本研究の効果を
最大化し，機能的自立を支援するためには，実世
界における長期的効果の検証と，レジスタンス運
動要素の併用が今後の課題として挙げられる。更
に，自宅テレビへのストリーミングや地域セン
ターでのグループセッション実施などのスケーラ
ブルな提供戦略の開発により，高齢者向けオンラ
イン運動プログラムのアクセス性を更に向上させ，
より広範な普及を促進しうる。
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〔二次出版〕

テレワークが日本人勤労者の身体組成，身体機能
および身体症状に及ぼす作用

－�Journal of Occupational and Environmental Medicine に 
掲載された英語論文の日本語による二次出版－

渡邊裕也 1 , 2 ），野田隆行 1 ），吉葉かおり 1 ），菊池宏幸 3 ），町田征己 3 ），
奈良香菜子 3 ），福西厚子 3 ），中西 久 4 ），井上 茂 3 ），甲斐裕子 1 ）

SUMMARY

　目的：本研究では，日本人オフィスワーカーを対象として，テレワーク頻度と身体組成，身体機能，お
よび身体症状との関連を検討した。
　方法：本横断研究には東京都内のオフィスワーカー93名が参加した。テレワーク頻度は「テレワークな
し」「週 1 日以下」「週 2 ～ 3 日」「週 4 日以上」の 4 群に分類した。身体機能の評価には30秒椅子立ち上が
りテストを用いた。身体組成は生体電気インピーダンス法により測定した。身体症状は日本語版 Somatic 
Symptom Scale- 8（SSS- 8 ）を用いて評価した。
　結果：テレワーク頻度が高いほど，30秒椅子立ち上がりテストの成績が低い傾向が示された（P for 
trend = 0.048）。一方，骨格筋量および体脂肪率については有意な傾向は認められなかった。重度の身体
症状（SSS- 8 スコア ≧ 16点）の割合は，テレワーク頻度の高い群で有意に高かった（P < 0.05）。
　結論：本研究の結果は，テレワークに伴うオフィスワーカーの身体機能低下を軽減するための介入の必
要性を強調するものである。

Key words：座位行動，筋骨格系疼痛，人間工学的リスク，産業保健，働き方の適応

LEARNING OUTCOMES
・日本人オフィスワーカーにおけるテレワーク頻度と身体組成，身体機能，筋骨格系症状との関連性を明

らかにすること
・テレワーク増加に伴う潜在的な健康リスク（身体機能の低下や筋骨格系症状の増加など）を特定すること
・テレワークが労働者の身体的健康に及ぼす悪影響を軽減する職場健康管理戦略の策定に役立つ知見を提

供すること
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緒　言

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界
的な蔓延に伴い，テレワーク（リモートワーク）は
急速に拡大し，現代の働き方の不可欠な一部と
なっている1,2）。当初は感染拡大を抑制するため
の予防措置として導入されたテレワークは，従業
員と組織の両方にとっての利点が認識されている
ことから，パンデミック後も継続している。テレ
ワークは業務効率を高め，ワークライフバランス
を改善できるため，長期的に実行可能な働き方で
あることが複数の研究で報告されている3-5）。日
本では，パンデミックの発生以来，テレワークの
普及率が大幅に増加している。国土交通省が実施
した最近の調査によると，週に少なくとも 1回テ
レワークを行う就業者の割合は2020年以降上昇を
続け，2023年には70％を超えている6）。しかし最
近では，多くの企業が従業員に職場への復帰を求
めており，ハイブリッド勤務への緩やかな移行を
示している。テレワークがより一般的になるにつ
れて，健康とウェルビーイングに対する長期的な
影響を理解することがますます重要になっている。
日本の状況に加え，近年の世界的な動向では，ポ
ストコロナ時代における持続可能な働き方の中心
的な要素として，職場における健康増進と従業員
のウェルビーイングが重視されている。最近の研
究では，変化する働き方への従業員の適応を支援
するため，健康とウェルビーイングの管理を組織
戦略に統合することの重要性が強調されている7）。
　テレワークにはさまざまな利点がある一方で，
身体活動の減少や座位行動の増加といった懸念も
生じている。テレワークでは通勤の必要性がなく
なるため，日常的な身体活動の機会が減少する。
Fukushimaら8）は，テレワークによって仕事中の
身体活動が減少し，座位時間が増加することを報
告している。21編の研究を系統的にレビューした
報告では，2020年に在宅勤務に移行したことで，
座位時間が16％増加し，低強度活動（－26％）およ
び中高強度活動（－20％）の減少を含めて全体的に
身体活動が17％減少したことが明らかになってい

る9）。同様に，日本の研究では，テレワーカーは
オフィスワーカーよりも 1日の歩数が著しく少な
く，座位時間が長いことが報告されている。Ki-

tanoら10）は，週 5日以上テレワークする就業者の
歩数は，テレワークしない者の半分以下で， 1日
平均70分多く座っていることを報告した。同様に，
日本人オフィスワーカーを対象とした個人内デザ
インを用いた最近の研究では，テレワーク日の歩
数がオフィス勤務日と比較して59.2％減少してお
り，若い従業員ほど身体活動の減少が顕著である
ことが示された11）。これらの結果は，テレワーク
が長時間の座位行動を助長し，それが時間の経過
とともに筋力低下や身体機能の低下につながる可
能性を示唆している。身体機能は，継続的な活動
がなければ低下することが知られており，これは
可逆性の原理で説明される。つまり，トレーニン
グを中止すると運動の効果は徐々に減少する。テ
レワークによる身体活動の長期的な減少は，筋骨
格系の減弱，ならびに体重増加や身体組成の変化
に伴う生活習慣病のリスク増加につながる可能性
がある12）。
　身体活動の低下に加えて，在宅勤務環境は身体
的な不調につながる可能性がある。多くのテレ
ワーカーは，ダイニングテーブル，キッチンチェ
ア，ソファなどの不適切な作業環境を利用してお
り，画面に向かって猫背になる，首を前に突き出
すなど，不良姿勢を助長している。姿勢の問題は，
特に首，背中，腰の筋骨格系の痛みの増加率と関
連づけられている13）。ある横断研究では，テレ
ワーカーの41.2％が腰痛を経験し，首の痛みがあ
る人の50％と腰痛がある人の47.6％がテレワーク
への移行後に症状が悪化したと報告している14）。
更に，室内環境（温度）の不備，休憩機会の不足，
集中力の低下など，テレワーク環境の不備は，身
体的な不快感の増加と関連している8）。長時間の
座位行動と人間工学的に最適ではない条件が組み
合わさると，特に脊椎，股関節，膝の関節痛や筋
骨格の不快感の一因となる可能性がある。これら
の懸念は，テレワークが身体症状，特に関節痛や
筋骨格系の不快感に及ぼす影響を調査する必要性
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を強調している。そこで本研究では，日本のオ
フィスワーカーを対象に，テレワークの頻度が身
体組成，身体機能，および身体症状に及ぼす影響
を調査することを目的とした。本研究の結果は，
将来のテレワーク環境の改善や健康管理のための
戦略の策定に貴重な知見を提供することが期待さ
れる。

方　法

Ａ．対象者

　本研究の対象者は，日本の首都圏に位置する民
間建設系企業の社内広報を通じて募集された。当
該企業は，日常的な健康管理活動の一環として従
業員に本研究への参加（任意）を呼びかけ，2023年
2月に測定を実施した。対象者は全員，主として
デスクワークに従事していた。本研究は，健康管
理を目的として収集されたアンケート回答および
身体測定値など，企業から提供されたデータを用
いて実施した。そのため，個別の書面による同意
書は取得しなかった。代わりに，対象者には参加
を辞退する機会を保障した。本研究は，東京医科
大学医学倫理委員会の承認を得た後に実施した
（承認番号：T2022-0005）。
Ｂ．研究手順

　測定会場では，対象者に各自のスマートフォン
で QRコードをスキャンして回答する Webベー
スのアンケート調査を実施した。端末を持参して
いない者には，研究スタッフがタブレット端末を
提供し，回答を依頼した。
　テレワークの頻度は，回答の信頼性および集団
間の比較可能性を高めるため，職域における健康
関連の先行研究15）と同様に 7段階の順序尺度を用
いて評価した。対象者は，「全くない」「月に 1

回」「月に 2 ～ 3 回」「週に 1 回」「週に 2 ～ 3

回」「週に 4～ 5回」「ほぼ毎日（週 6～ 7回）」の
7つの選択肢から 1つを選択した。その後，対象
者を後述する 4つの群に分類した。身体組成，身
体機能，および身体症状は，先行研究14-17）で用い
られた方法により評価した。これらの変数におけ
る差異は，テレワーク頻度に基づく群間比較によ

り検討された。
Ｃ．測定項目

　 1．身体組成
　身体組成の評価には，多周波身体組成計（MC 

780A-N，株式会社タニタ，東京）を使用した。こ
の装置は生体電気インピーダンスを測定し， 3種
類の周波数（ 5，50，250 kHz）を用いて，高精度
で全身および体節別の身体組成データを提供す
る16）。また，体重，骨格筋量，体脂肪率も測定し
た。骨格筋量は，装置に組み込まれた推定式を用
いて算出した。body mass index（BMI）は，体重
（kg）を自己申告による身長（m）の 2乗で除して求
めた。
　 2．身体機能
　下肢身体機能の評価には，30秒間の椅子立ち上
がりテストを実施した17,18）。このテストは，健康
運動指導士の監督下で実施した（図 1）。対象者に
は，固いパッド入りの肘掛けのない椅子から，で
きるだけ素早く立ち上がり，座るように指示され
た。テスト中は，両腕を胸の前で組むように指示
された。研究スタッフは，30秒以内に完了した動
作の回数を測定した。安定性を確保するため，椅
子の背もたれは壁に立てかけるか，研究スタッフ
が支えた。
　 3．身体症状
　身体症状は，日本語版 Somatic Symptom Scale-8

（SSS-8）を用いた Web ベースの質問票で評価し
た19）。SSS-8は，（1）胃腸の不調，（2）背中または
腰の痛み，（3）腕，脚または関節の痛み，（4）頭痛，
（5）胸の痛みまたは息切れ，（6）めまい，（7）疲労
感または倦怠感，（8）睡眠障害の 8問で構成され
る。
　本研究では，SSS-8の各項目のスコアおよび合
計スコアを算出した。合計スコアは，なし～軽微
（ 0～ 3点），軽度（ 4～ 7点），中等度（ 8～11点），
重度（12～15点），非常に重度（16点以上）の 5段階
の重症度レベルに分類された19）。各カテゴリーの
対象者数および割合を算出した。
Ｄ．共変量

　本解析では，性別，年齢，BMIを共変量とし
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て含めた。性別と年齢は，Webベースのアンケー
トで取得した。BMIは，測定体重および自己申
告による身長から算出した。
Ｅ．統計解析

　各測定から得られたデータは平均値 ± 標準偏
差で示した。群間（テレワーク頻度に基づく 4

群）の差は，一元配置分散分析（ANOVA）を用いて
解析した。有意差が認められた場合，Bonferroni

補正を適用した。更に，各群における男女比およ
び SSS-8のカットオフ値を超える者の割合をカイ
二乗検定により検討した。
　テレワーク頻度，身体組成，および身体機能に
おけるトレンドを統計的に評価するため，重回帰
分析を実施した。本研究では，テレワーク頻度と
30秒椅子立ち上がりテストとの関連を検討するた
めに，性別，年齢，および BMIを共変量として
含めた。同様に，テレワーク頻度と身体組成指標
（骨格筋量および体脂肪率）との関連を分析するた
めに，性別および年齢を調整した。すべての統計
解析は SPSS（version26.0，IBM Japan，東京）を用
いて実施し，P < 0.05を統計的有意とした。

結　果

　本研究には93名のオフィスワーカーが参加した。
対象者の平均年齢は39.9 ± 10.8歳で，年齢範囲は
22歳から65歳であった。対象者はテレワークの頻
度に基づいて 4群に分類された。テレワークなし

群（n = 12），週 1日以下のテレワーク群（n = 17），
週 2～ 3日のテレワーク群（n = 43），週 4日以上
のテレワーク群（n = 21）であった。各群の身体的
特徴は表 1に示した。
　各群の身体的特徴を比較した結果，テレワーク
頻度の高い群では女性の割合が有意に高かった
（P < 0.05）。一元配置分散分析の結果，身長，体
重，骨格筋量，および椅子立ち上がり回数におい
て，群間に有意差が認められた（いずれも P < 

0.05）。事後検定の結果，身長，体重，骨格筋量は，
週 1日以下の群が週 4日以上の群よりも有意に高
く（いずれも P < 0.05），椅子立ち上がり回数は，
テレワークなし群が週 4日以上の群よりも有意に
高かった（P < 0.05）。その他の群間には有意差は
認められなかった。
　性別，年齢，BMIで調整後， 4 つの群間で椅
子立ち上がり回数に有意な傾向が認められた（P 

for trend = 0.048，図 2 A）。調整後の平均椅子立ち
上がり回数は，テレワークなし群で30.0回，週 1

日以下群で26.9回，週 2～ 3日群で27.8回，週 4

日以上群で25.7回であった。一方，性別と年齢で
調整した後，骨格筋量（図 2 B）または体脂肪率（図
2 C）には有意な傾向は認められなかった。
　SSS-8の結果は表 2 に示した。各群の平均
SSS-8合計スコアは，テレワークなし群で6.3 ± 3.4

点，週 1日以下群で5.0 ± 3.8点，週 2～ 3日群で
6.7 ± 4.6点，週 4日以上群で8.8 ± 7.7点であった。

図 1．30秒椅子立ち上がりテストの測定手順
対象者は，両腕を胸の前で組み，足を肩幅程度に開いて立つように指示された。座った状態で臀部が椅子に接し，立った状
態で膝と股関節が完全に伸展した場合にのみ，1回の動作として計測した。指示を受け，動作を練習した後，対象者は30秒
間のテストを 1回実施した。
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一元配置分散分析の結果，各項目および合計スコ
アのいずれにおいても群間に有意差は認められな
かった。カットオフ値である 4点， 8点，12点，

16点を超えた対象者の割合を算出した。テレワー
ク頻度が高いほど，これらのカットオフ値を超え
た対象者の割合が高くなった。カイ二乗検定では，
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表 1．テレワーク頻度別の対象者の特性

項目
テレワーク頻度

P値
なし 週 1日以下 週 2～ 3日 週 4日以上

女性数（％） 3（25.0%） 4（23.5%） 18（41.9%） 13（61.9%） 0.043

年齢（歳）  41.5 ± 10.4  39.7 ± 11.9  38.3 ± 10.3  42.9 ± 11.4 0.501

身長（cm） 167.5 ± 9.7 171.3 ± 7.2 167.5 ± 8.7 162.5 ± 8.8 0.038

体重（kg）  64.3 ± 15.2  71.3 ± 13.8  64.6 ± 12.0  57.8 ± 13.8 0.040

BMI（kg/m²）  22.6 ± 3.4  24.1 ± 3.1  22.8 ± 2.9  21.6 ± 3.3 0.154

椅子立ち上がりテスト（回）  30.5 ± 3.9  27.3 ± 4.2  27.8 ± 4.8  25.3 ± 4.1 0.033

骨格筋量（kg）  46.9 ± 9.7  50.9 ± 9.3  46.1 ± 9.2  40.2 ± 9.4 0.015

体脂肪率（％）  22.3 ± 5.7  24.5 ± 4.4  24.5 ± 5.7  26.3 ± 6.8 0.359

BMI: body mass index.

図 2 .テレワーク頻度と身体機能および身体組成との関連
（A）テレワーク頻度別の椅子立ち上がり回数。（B）テレワーク頻度別の骨格筋量。（C）テレワーク頻度別の体脂肪率。テレ
ワーク頻度を連続変数として扱い，多重線形回帰モデルを用いて，群間の線形傾向を評価した。椅子立ち上がり回数のモデ
ルは性別，年齢，BMIで調整し，骨格筋量および体脂肪率のモデルは性別ならびに年齢で調整した。誤差範囲は標準誤差
を示した。各パネルについて P for trendを示した。
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テレワーク頻度に基づく群間で16点以上の対象者
の割合に有意差が認められた（P < 0.05）。一方，
4点， 8点，12点の閾値を超える対象者の割合も
テレワーク頻度が高い群で高かったが，統計的に
有意ではなかった。

考　察

　この研究では，オフィスワーカーのテレワーク
頻度と身体組成，身体機能，身体症状との関連性
を調査した。対象者はテレワーク頻度に応じて 4

つの群に分類され、分析の結果， 3つの重要な知
見が得られた。テレワーク頻度が高いほど椅子立
ち上がり回数が少なく，身体機能の低下が示され
た（表 1）。この傾向は，性別，年齢，BMI で調
整した後も有意であった（P for trend = 0.048，図
2 A）。身体組成に関しては，一元配置分散分析
により，群間で骨格筋量に有意差が認められ，テ
レワーク頻度が高いほど低い値が観察された。し
かし，性別と年齢で調整すると，この関連性は有
意ではなくなった（図 2 B）。調整後には有意な関
連性は観察されなかったが，職務内容の違いが筋
骨格系の指標に影響を及ぼす可能性がある。例え
ば，Hanvoravongchaiら20）は，身体的負荷の高い
業務に従事する労働者の身体能力が高いことを報
告している。対照的に，体脂肪率は調整前後いず

れにおいても群間で有意差は認められなかった
（図 2 C）。身体症状に関しては，テレワーク頻度
が高い者ほど SSS-8の合計スコアが高かった。カ
イ二乗検定では，16点以上の対象者割合に有意差
が認められた（P = 0.012，表 2）。これらの結果は，
テレワーク頻度が高い人は身体能力が低下し，身
体症状がより強い可能性があることを示唆してい
る。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパン
デミックを受け，テレワークは多くの企業の日常
業務に重要な要素となっている。日本政府が実施
した最近の調査によると，週に少なくとも 1回テ
レワークを行う労働者の割合は2020年以降増加し
ており，2023年には70％を超えている6）。本研究
において最も多かったテレワーク頻度は週 2～ 3

日で，43名（46.2％）が該当した。これは，本研究
対象のテレワークパターンがより広範な労働者層
を一定程度反映している可能性がある。したがっ
て，本研究の結果は日本全国の多くの企業のオ
フィスワーカーに一定の一般化可能性を有すると
考えられる。
　この研究では，性別，年齢，BMIを調整した
後の椅子立ち上がり回数の調整平均値は、テレ
ワークなし群で30.0回、週 4日以上群で25.7回で
あった。この結果は，テレワークの頻度が高いほ

表 2．テレワーク頻度別の SSS-8の結果

項目
テレワーク頻度

P値
なし 週 1日以下 週 2～ 3日 週 4日以上

胃腸の不調（点） 0.6 ± 1.0 0.9 ± 1.2 0.9 ± 1.1 1.0 ± 1.1 0.761

背中または腰の痛み（点） 1.0 ± 1.0 0.9 ± 0.9 1.4 ± 1.3 1.6 ± 1.6 0.234

腕，脚または関節の痛み（点） 0.7 ± 0.8 0.6 ± 1.1 0.5 ± 0.8 0.8 ± 1.1 0.828

頭痛（点） 0.8 ± 1.0 0.9 ± 1.0 1.1 ± 1.2 1.5 ± 1.5 0.327

胸の痛みまたは息切れ（点） 0.5 ± 0.7 0.1 ± 0.3 0.4 ± 0.7 0.5 ± 0.8 0.320

めまい（点） 0.3 ± 0.5 0.2 ± 0.6 0.4 ± 0.8 0.8 ± 1.2 0.167

疲労感または倦怠感（点） 1.2 ± 1.1 0.8 ± 1.1 1.1 ± 0.9 1.5 ± 1.4 0.324

睡眠障害（点） 1.3 ± 1.5 0.5 ± 0.9 0.8 ± 1.1 1.1 ± 1.3 0.218

合計点（点） 6.3 ± 3.4 5.0 ± 3.8 6.7 ± 4.6 8.8 ± 7.7 0.174

4点以上該当者〔数（%）〕 10（10.8%） 10（10.8%） 33（35.5%） 13（14.0%） 0.303

8点以上該当者〔数（%）〕  4（4.3%）  3（3.2%） 15（16.1%） 10（10.8%） 0.290

12点以上該当者〔数（%）〕  1（1.1%）  1（1.1%）  6（6.5%）  7（7.5%） 0.086

16点以上該当者〔数（%）〕  0（0.0%）  0（0.0%）  2（2.2%）  5（5.4%） 0.012
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ど椅子立ち上がり回数が有意に少ないことを示し
ている。テレワークなし群とテレワーク頻度が最
も高い群の間には4.3回の違いがみられた（図 2 A）。
我々の知る限り，これはテレワークの頻度に応じ
てオフィスワーカーの身体機能に有意な差がある
ことを示した最初の研究である。性別と年齢ごと
に30秒椅子立ち上がりテストの基準値を設定した
先行研究では，「平均」に分類される回数は10年ご
とに 0～ 4回減少すると報告されている21）。特に，
60歳以上の者では減少がより顕著になる。これら
を踏まえると，テレワーク頻度による椅子立ち上
がりテストの4.3回の差は，通常約10年間の加齢
で観察される差と同程度であった。つまり，テレ
ワーク頻度が高い者は，低い者に比べて約10年の
加齢に伴う変化と同程度の身体機能の低下に相当
する可能性が示唆される。テレワーク頻度が高い
者の身体機能の低下は，身体活動レベルの低下と
関連している可能性がある。テレワーク頻度が増
加すると，通勤の必要性が減り，身体活動レベル
が低下するとともに座位時間が長くなる。更に，
テレワークの導入以来，通勤経路周辺での食料品
や日用品の購入頻度が減少し，自宅周辺やオンラ
インでの買い物が増加したという報告がある6）。
先行研究では，週 5日以上テレワークする労働者
は，テレワークをしない労働者に比べて， 1日当
たりの身体活動量が約70分少なく，歩数も約4000

歩少ないことが示されている10,11）。この身体活動
レベルの低下は，テレワーク頻度が高い者ほど椅
子から立ち上がる回数が少ないことと関連してい
る可能性がある。テレワークは多くの企業で日常
的な働き方になっているため，特に定期的な運動
習慣のない労働者に対して，運動時間を確保し，
健康的な生活習慣を促進するためのサポートを提
供することが重要である。
　本研究では，一元配置分散分析の結果，テレ
ワーク頻度が高い群では骨格筋量が低いことが示
されたが，体脂肪率には有意差は認められなかっ
た。一方，性別と年齢で調整したところ，骨格筋
量（図 2 B）と体脂肪率（図 2 C）のいずれにも有意
な傾向は確認されなかった。これは，テレワーク

頻度が低い群で男性の割合が高く，男性は一般的
に骨格筋量が多いことが要因と考えられる。これ
らの結果は，テレワーク頻度が身体組成に大きな
影響を与えない可能性を示唆している。
　前述のように，テレワーク頻度が高いほど身体
活動レベルが低下し，特に 1日の歩数が減り，座
位時間が長くなる8,10,11,22）。本研究では，テレワー
ク頻度と身体組成との間に有意な関連が認められ
なかった。これには，サンプルサイズが限られて
いたことが影響した可能性がある。しかし，長期
にわたるテレワークは徐々に骨格筋量を減少させ，
体脂肪を増加させる可能性があるため，身体組成
への長期的な影響は否定できない。テレワークは，
業務効率の向上とワークライフバランスの改善に
効果があると報告されており3-5），標準的な働き
方になりつつある。しかし，ロコモティブシンド
ロームやメタボリックシンドロームの発症など，
健康への潜在的な影響に留意する必要がある。し
たがって，これらの健康リスクを軽減するために
は，労働者の意識向上を図ることが重要である。
　身体症状は SSS-8を用いて評価，分析した。腰
痛や腕，脚，関節の痛みなどの個々の症状のスコ
アについては，群間の有意差は認められなかった。
しかし，対象者を SSS-8の合計スコアに基づいて
分類すると， 4点以上， 8点以上，12点以上，16

点以上に該当した者の割合はテレワークの頻度と
ともに増加し，特に16点以上では有意差が認めら
れた（表 2）。最近の系統的レビューでは，テレ
ワーク環境でより多くみられる長時間の座位行動
が，特に腰および首の筋骨格系不快感や慢性的な
痛みと関連していることが示されている13）。この
リスクは，設備が不十分なテレワーク環境でよく
みられる不適切な姿勢によって更に悪化する23）。
更に，テレワークでは，十分な姿勢支持を備えて
いない家庭用の机や椅子で作業する場合が多く，
人間工学的調整が不十分となりやすい24,25）。作業
スペースの制約や環境条件の不備，人間工学的サ
ポートの欠如といったテレワーク環境の問題は，
身体症状の増加と有意に関連している15,26）。長時
間の座位行動，不十分な身体活動，仕事関連のス
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トレスと相まって，これらの要因はテレワーカー
の身体的負担を更に悪化させる可能性がある。以
上の知見は，テレワーク環境における姿勢関連の
筋骨格症状を軽減するために，適切な人間工学的
調整と動作戦略が重要であることを示している。
連続的な SSS-8スコアとカテゴリー別のグループ
差との乖離は，症状発現の閾値効果によって説明
できる可能性がある。先行研究によると，筋骨格
系の不快感やその他の身体症状は直線的に増加す
るのではなく，ある一定の重症度閾値を超えると
症状が増悪する可能性がある27）。このパターンは，
スコア分布全体ではなく，最も重症度の高いカテ
ゴリー（SSS-8スコア ≧ 16）でのみ有意差が観察
された理由を説明し得る。
　テレワークは，仕事の効率とワークライフバラ
ンスの向上という利点から，標準的な働き方とし
て広く採用されており3-5），健康への影響に適切
に対処することが重要である。特に，テレワー
カーの人間工学的条件を改善し，身体活動を促進
する取り組みは，筋骨格系および代謝性疾患のリ
スクを軽減するのに役立つ可能性がある。テレ
ワークに関連する健康への悪影響を防ぐための特
定の介入の効果を調査するには，更なる研究が必
要である。テレワークは現在，世界中の多くの職
場で新しい生活様式の一部と考えられている。最
近の職場のリーダーシップに関する世界的な調査
では，ポストコロナ時代に健康とウェルビーイン
グ戦略を組織の実践に統合することの重要性が強
調された28）。これらの知見に沿って，職場の健康
増進は，従業員の身体的健康と全体的なウェル
ビーイングをサポートするために，管理方針（例：
経営陣のサポート，柔軟なスケジュール，人間工
学的作業環境）と実践的イニシアチブ（例：勤務時
間中の身体活動の機会）の両方を含む必要がある。
　本研究にはいくつかの限界があった。第一に，
本研究は横断研究であったため，因果関係を確立
することはできず，逆の因果関係を排除すること
もできなかった。第二に，参加は任意であったた
め，自己選択バイアスが生じた可能性があり，結
果の一般化可能性が制限されるおそれがある。第

三に，本研究は単一企業内で実施され，女性の割
合が比較的小さかったため，外的妥当性に影響を
及ぼす可能性がある。第四に，テレワークの頻度
は自己申告に基づいており，その正確性と妥当性
は確認されていない。第五に，サンプルサイズが
小さく，特にテレワークを行わないグループの対
象者数が少なかった（n = 12）。これにより，群間
比較における統計的検出力が低下し，結果の一般
化可能性には制限がある。更に，調整後の椅子立
ち上がり回数に有意な傾向が認められた（P for 

trend = 0.048）が，0.05の閾値に極めて近い値で
あったため，その解釈には注意が必要である。第
六に，カイ二乗検定や一元配置分散分析は一般的
に用いられているものの，これらの方法は，特に
各群のサンプルサイズが不均衡または小さい研究
において，わずかな群間差を検出する感度が限ら
れている可能性がある。第七に，身体症状は
SSS-8を用いて評価されたが，これは検証済みの
自己報告ツールではあるものの，主観的な回答に
依存しており，臨床診断情報は提供しない。症状
の重症度の解釈における文化的背景または状況の
違いも，その適用性に影響を与える可能性がある。
テレワークが労働者の身体組成，身体機能，およ
び身体症状に及ぼす長期的な影響をよりよく理解
するためには，より大規模で多様なサンプルを用
いた更なる縦断研究が必要である。

結　論

　本研究では，テレワーク頻度が高い者は，椅子
からの立ち上がり回数が少なく身体機能が有意に
低い傾向があること，ならびに身体症状の割合の
高いことが示された。一方，骨格筋量や体脂肪率
といった身体組成指標については，群間で有意な
差は認められなかった。
　本研究の結果は，職場における健康管理戦略や
在宅勤務環境の最適化において重要な示唆を与え
るものと考えられる。テレワークが新たな標準的
な働き方として推進されるなかで，これらの知見
は，持続可能で健康に配慮した介入を実現するた
めの貴重な基盤となる。
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〔二次出版〕

日本のオフィスワーカーにおける座位行動の減少と身体活動の
増加に対する短時間の活動的休憩の効果：1 年間の準実験的研究

－�Scandinavian Journal of Work, Environment & Health に 
掲載された英語論文の日本語による二次出版－

北濃成樹 1 ），神藤隆志 1 , 2 ），吉葉かおり 1 ），山口大輔 1 ），藤井悠也 1 ），
若葉京良 3 ），丸尾和司 1 , 4 ），甲斐裕子 1 ），荒尾 孝 1 ）

SUMMARY

　目的：我々は，長時間の座位からの短時間の活動的休憩を導入する 1 年間の複合的職場介入が，日本の
オフィスワーカーにおける勤務中の身体行動と健康に及ぼす影響を検討した。
　方法：この準実験的研究は東京で実施された（2019～2020年）。介入群（n = 172）では，座位行動を中断
するための活動的休憩を勤務スケジュールに導入し（約10分／／勤務時間），参加を奨励する支援戦略（例：
ソーシャルサポート，情報提供）を併せて実施した。介入群と同じ企業グループで働く対照群（n = 323）の
勤労者は，いかなる介入も受けなかった。主要アウトカムとして，加速度計測定による勤務中の座位行動
と身体活動を，副次アウトカムとして，メンタルヘルスと主観的職務遂行能力を評価した。 1 年後のアウ
トカムにおける群間差を検討するため，overlap weight を用いた傾向スコア重み付けを実施した。
　結果： 1 年後のフォローアップ評価において，介入群の勤務中の座位行動は24.4分減少し（95% 信頼区
間31.6–17.3），身体活動は同程度増加した（群間差の P < 0.05）。しかし， 1 年後のフォローアップでは，
ベースラインと比較して，介入群において心理的苦痛が悪化し，ワークエンゲイジメントが低下した（群
間差の P < 0.05）。
　結論：我々の知見は，このプログラムがオフィスワーカーの勤務中の座位行動を減らし身体活動を促進
する実行可能なアプローチであることを示唆している。しかし，方法論的な限界から，観察された効果が
介入によるものと断定することはできない。広範な社会実装を推奨する前に，その有効性と外的妥当性を
評価するための更に厳密な研究が必要である。
Key words：加速度計，日本，職業保健，プレゼンティーズム，傾向スコア，心理的苦痛，ワークエンゲイジメント
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背　景

　現代の労働力の相当な割合を占めるオフィス
ワーカーは，他の職業の勤労者よりも座位行動に
費やす時間が長い1）。彼らの日常的な座位行動の
ほとんどは職場で発生し2），長時間の中断のない
もので構成されている3）。過度の座位行動はさま
ざまな健康上の悪影響（例：慢性疾患，精神疾患，
早期死亡）を引き起こすため4-6），研究者たちはオ
フィスワーカーにおける勤務中の座位行動を減ら
し身体活動を増加させる戦略について研究してき
た。
　系統的レビューでは，物理的な職場環境の変更
を伴う介入（例：スタンディングデスクやアク
ティブワークステーションの導入），または物理
的変更と教育的・行動的介入の組み合わせにより，
勤務中の座位行動がより大きく減少することが明
らかになった7）。しかし，座位行動を減らすこれ
らの環境介入の有効性は，実施後 3か月で減少す
る可能性がある8）。その費用対効果が未確定であ
ることは，雇用主がこうした介入の導入をためら
う要因にもなりえる9）。オフィスワーカーの過度
の座位行動という社会的課題に対処するためには，
その有効性が最大化されなくても，実装コストの
低い職場での健康増進プログラムの開発が重要で
ある。
　 1つの代替案は，組織のスケジュールに座位行
動からの，短時間の活動的休憩を組み込むように
職場の方針を変更することである。しかし，短時
間の活動的休憩の導入が勤務中の座位行動に及ぼ
す影響は，2つのランダム化比較試験（randomized 

controlled trial: RCT）でしか検討されていない10,11）。
更に，結果は一貫しておらず，一方は勤務日の座
位行動の減少を明らかにし10），他方は 1日合計ま
たは勤務中の座位行動を減らすための強いエビデ
ンスを見いだせなかった11）。その結果，系統的レ
ビューでは，座位行動を減らすことを目的とした
このような職場における方針変更の有効性を判断
できず，更なる研究が推奨された8）。この研究
テーマには更に 3つの限界が存在する。第一に，

これまでの介入研究の期間は 6か月以下であり，
現実世界でのより長期的な効果は不明確なままで
ある。第二に，社会規範と組織文化12,13）は座位行
動を減らすための職場戦略の決定要因であり，国
や地域によって異なる14）。したがって，この種の
介入の外的妥当性と有効性を確立するには，複数
の地域にわたる研究が必要である。第三に，系統
的レビューでは，身体活動促進を含む職場での健
康増進が，メンタルヘルスとワークエンゲイジメ
ントに肯定的な影響を与えることが明らかになっ
ている15,16）。特に同僚と一緒に取られる短時間の
活動的休憩は，気分を改善し，職場の人間関係を
強化し，集団凝集性を促進し，最終的に心理的苦
痛の軽減とワークエンゲイジメントの増加につな
がる可能性がある。しかし，我々の知る限り，こ
のような休憩を導入することが現代の労働人口に
とって不可欠なアウトカムに及ぼす影響は未検討
のままである17,18）。
　したがって，我々は，勤務スケジュール内に短
時間の活動的休憩を導入する 1年間の複合的介入
が，日本のオフィスワーカーにおける勤務中の座
位行動と身体活動に及ぼす影響，ならびにメンタ
ルヘルスと仕事関連のアウトカムへの潜在的な影
響を評価した。

方　法

　本研究は，非ランダム化デザインによる評価の
透明性のある報告（Transparent Reporting of Evalua-

tions with Non-randomized Designs: TREND）声明に
従った（補足表 S 1）。
Ａ．参加者と研究デザイン

　この 1年間の準実験的研究は，2019年から2020

年の間に実施された。介入群と対照群の包含基準
は，（i）オフィスワーカーであること，（ii）スタン
ディングデスクを使用していないこと，（iii）会社
の就業規則に従って 9時～17時の時間帯に勤務し
ていること（フレックスタイム勤務でないこと）で
あった。介入群の勤労者は，東京や大阪など日本
の都市部にオフィスをもつ，保険事務管理サービ
スを提供する企業で働いていた。介入は，同社の
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すべての部署およびすべての勤労者（23部署，
1009名のオフィスワーカー）を対象に実施された。
しかし，企業とその従業員への負担を軽減するた
め，試験は，人事担当者によって任意に選択され
た 2部署200名の従業員にのみ実施された。これ
らのうち，190名の勤労者がベースライン調査に
同意し，完了した。最終的に，介入開始から 1年
後の調査に参加した172名の勤労者のデータを分
析に使用した。
　対照群には，コホート研究である明治安田ライ
フスタイル研究（Meiji Yasuda LifeStyle study: MY- 

LSスタディ）19）の参加者を割り当てた。MYLSス
タディは，東京都とその周辺地域（すなわち，介
入群参加者のオフィスと同じ地域）に住む従業員
の年次健康診断のデータを使用した。介入群との
比較可能性を高めるため，以下の基準を満たす参
加者のみを含めた：（i）介入群の参加者と同じ企
業グループで働いていること，（ii）オフィスワー
カーとして働いていること，（iii）2019年（介入開

始時）と2020年（介入終了時）のデータをもってい
ること，（iv）365日［標準偏差（standard deviation: 

SD）30日］のフォローアップ期間（介入期間に近
似）をもっていること。最終的に，323名の勤労者
がこれらの基準を満たし，分析に含まれた（図 1）。
　フォローアップ調査は，新型コロナウイルス感
染症（Coronavirus disease 2019: COVID-19）パンデ
ミックの時期に実施された（介入群：2020年 2月，
対照群：2020年 6～11月）。日本では，ロックダ
ウンのような厳格な政策は実施されなかった代わ
りに，ソーシャルディスタンス戦略が採用された。
両群の測定後の期間には，人々の身体行動に大き
な影響を与えるような厳格な措置は実施されな
かった（補足図 S 1）。対照群の企業では，在宅勤
務制度が採用されたが，インフラが不十分であっ
たため，従業員の80％以上がオフィスで勤務した。
感染対策として，出勤に制限は設けられなかった。
Ｂ．介入

　座位行動を中断する短時間の活動的休憩を含む

〔二次出版〕�日本のオフィスワーカーにおける座位行動の減少と身体活動の増加に対する短時間の活動的休憩の効果： 1 年間の準実験的研究

図 1．参加者選定のフロー図

介入群 対照群

解析対象（n = 172） 解析対象（n = 323）

2020年2月
介入後調査の参加者（n = 172）

2020年6月から11月
追跡調査の参加者（n = 541）

2019年2月
ベースライン調査の参加者（n = 190）

2019年6月から11月
ベースライン調査の参加者（n = 893）

ベースライン

追跡

• 追跡不能（n = 352）• 追跡不能（n = 18）

• 追跡期間が1年±1か月の範囲外
（n = 184）

• 研究参加に同意しなかった者
（n = 34）

解析

2019年2月
研究対象として担当者により任意に選定
された部署の従業員（n = 200，2部署）

研究に招待
した対象

• 介入群と異なる企業に勤務
（n = 322）

• オフィスワーカー以外の職種
（n = 481）

• 参加辞退（n = 55）• 参加辞退（n = 10）

2019年2月
保険事務サービスを提供する企業の
従業員（n = 1009，23部署）

2019年6月から11月
MYLSスタディに登録され，加速度計を
用いた測定を受けた参加者（n = 1751）

候補者
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1年間の複合的介入プログラムは，社会生態学的
モデル20）と COM-Bモデル21）に基づいて開発され
た。補足図 S 2に介入のタイムラインを示す。対
照群の勤労者は，研究チームからいかなる介入も
受けず， 1年間通常どおり勤務を続けた。
Ｃ．支援戦略

　これまでの研究により，職場での健康増進にお
ける成功の鍵が明らかになっている：経営陣の理
解，従業員のニーズ，そしてプログラムの実施へ
の経営陣と従業員の早期関与である12,13,22,23）。し
たがって，短時間の休憩を実装する前に，企業の
経営陣は研究者と協力して好適な環境・風土を構
築した（2018年 2月から2019年 1月）。これらの取
り組みには，従業員の健康問題を探る調査とその
結果のフィードバック，社長による活動的休憩の
奨励，オフィスでの長時間の座位行動を中断する
ための情報提供と教育，そして各部署におけるプ
ログラムを促進・開発するリーダーの配置が含ま
れた。補足資料 S 1に，各部署と従業員に配布さ
れた教育資料の詳細を示す。
Ｄ�．座位行動を中断する短時間の活動的休憩の

導入

　活動的休憩は，毎日約10分間の座位行動を減ら
すことを目的とした。各部署のリーダーは，自身
の部署の勤務スケジュールとニーズに基づいて休
憩プログラムを開発した。プログラムに関して，
参加者が休憩中に行う活動は自由であったが，立
ち上がる／／歩き回ることが求められ， 1日当たり
合計10分間の座位行動を減らし，身体活動を増や
すことを目標にするように求められた。つまり，
参加者は活動的休憩を取ることを強制されなかっ
た。例えば，ある部署は，個人／／グループの都合
に応じて10～11時の間に 5 分間のストレッチ／／
ウォーキングを行い，14時に 5分間の低強度有酸
素運動を実施する10分間のプログラムを開発した
（補足表 S 2）。各部署が開発した休憩プログラム
は，すべての従業員が実施し，2019年 2 月から
「健活★タイム」という名称で全部署に実装された。
介入期間中，経営陣と研究者は，長期的な持続可
能性を確保するため，各部署によるプログラムの

定期的な見直しを推奨した。例えば，ある部署で
は，活動の種類（例：ストレッチ，軽体操），開始
の合図，活動を行う集団単位が介入開始から 1年
後にわずかに変更された。しかし，フォローアッ
プ調査の時点では， 1日当たり少なくとも10分間
座位行動を減らすという目標は維持されていた。
Ｅ．測定項目

　介入群については，介入開始の 1週間前（2019

年 1月）と介入開始から 1年後（2020年 2月）の 2

時点でデータを収集した。対照群については，
2019年 6月から11月と2020年 6月から11月にデー
タを収集した。
Ｆ．主要アウトカム

　主要アウトカムは，妥当性が検証された三軸加
速度計（Active style Pro HJA750-C，オムロンヘル
スケア株式会社，京都，日本）24-26）を用いて評価
した，勤務中の座位行動と身体活動の変化であっ
た。介入群と対照群の参加者は，それぞれ勤務日
の始まりから終わりまで，または覚醒時間中にデ
バイスを腰に装着するよう指示された。装着期間
は10日間以上とした。対照群については，勤務中
（ 9～17時）の活動データを次のとおり抽出した。
非装着時間は，活動カウントが検出限界を下回る
60分連続の間隔と定義した。有効日は，参加者が
勤務時間の75％以上の間デバイスを装着した日と
定義した27）。有効日のデータを 4日以上有する勤
労者のデータを分析に使用し28），この基準を満た
さなかった者のデータは，統計解析に記載する手
順を用いて補完した。各60秒エポックを，座位行
動［≤ 1.5メッツ（metabolic equivalents: METs）］，低
強度身体活動（1.6～2.9 METs），または中高強度
身体活動（≥ 3.0 METs）に分類した29,30）。また，短
時間の活動的休憩に関連する指標として，継続し
た座位行動の頻度と時間（≥ 30分の長時間の中断
のない座位行動で蓄積された時間），およびバウ
ト身体活動［ 3 分（典型的な 1 回の休憩セッショ
ン）から10分（ 1日の目標）まで続く身体活動と定
義］を算出した。各調査時点で， 1日値のこれら
の指標を集計し， 8 時間の勤務時間に標準化し
［標準化分＝各行動の観察時間／／装着分×480］，す
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べての有効日にわたって平均した。
Ｇ．副次アウトカム

　副次アウトカムは，自己記入式質問票を用いて
評価した，心理的苦痛，ワークエンゲイジメント，
および主観的職務遂行能力であった。心理的苦痛
を評価するために K6調査票31）を使用した（ 0～24

点，高得点はより悪い心理的苦痛を示す）。ワー
クエンゲイジメント，すなわち仕事に関する肯定
的な心理状態を評価するために，ユトレヒト・
ワーク・エンゲイジメント尺度32）を使用した（ 0

～ 6点，高得点はより良いエンゲイジメントを示
す）。主観的職務遂行能力を評価するために，世
界保健機関が公開している健康と労働パフォーマ
ンスに関する質問紙33）の絶対的プレゼンティーズ
ムに関する質問を使用した（ 0～10点，高得点は
より良いパフォーマンスを示す）。補足表 S3に各
指標の詳細情報を示す。
Ｈ．短時間の休憩プログラムへの参加

　短時間の活動的休憩への参加状況は，フォロー
アップ調査において評価した。参加者は，以下の
3つの時点での参加状況を想起するよう求められ
た：（i）各部署で休憩が最初に実装されたとき，
（ii）実装から 6か月後，（iii）実装から 1年後。回
答選択肢は，「ほとんどない」「ときどき」「ほと
んど」「ほぼ常に」であった。
Ｉ．その他の変数

　対照群の勤労者は介入群と同じ企業グループか
ら選択されたが，参加者の特性が群間で異なる可
能性があった。したがって， 2 群の比較可能性 

を高めるため，以下のデータを調査し，群間の 

特性をバランスさせる変数として統計解析に 

使用した：年齢，性別，体格指数（body mass index: 

BMI），および職位。
Ｊ．統計解析

　非 RCT では，傾向スコア（propensity score: 

PS）マッチングや逆確率重み付けなどの統計的方
法が，因果推論のための有用なツールと考えられ
ている。しかし，これらの方法には，極端な PS

と極端な重み付け（例：サポート外観測値および
極端に小さい／／大きい重み）に関する限界がある。

したがって，我々の複合的介入プログラムのアウ
トカムへの効果を検討するため，overlap weights

（対照群：PS，介入群： 1 -PS）を用いた PS重み付
けを適用し，オーバーラップ集団における平均処
置効果（average treatment effect for the overlapping 

population: ATO）を推定した34）。計算された重み
は極端な PSに対して小さくなり，外れ値（すな
わち，ほぼ常に処置される／／決して処置されない
者）が結果を大きく左右しないことを保証する。
したがって，これらの外れ値は推定値への寄与が
比較的小さく，一方でどちらの群の特性とも一致
する参加者はより多く寄与する。結果として得ら
れる対象集団は，利用可能なサンプルから研究参
加者を除外せず，臨床的均衡状態にある対象者の
比較を重視する，包括性の高い pragmatic RCTの
特性を模倣する35）。分析には PSweightパッケー
ジを使用した36）。ATOの推定では，モデルの従
属変数をベースラインからフォローアップ調査ま
での各アウトカムの変化とし，サンドイッチ分散
推定量を使用した。PSを計算するために，群を
従属変数とし，年齢，性別，BMI，職位，および
各アウトカムのベースライン値を独立変数として
ロジスティック回帰分析を使用した。
　miceパッケージ37）を使用し，予測平均マッチ
ングを用いた連鎖方程式による多重補完法を実施
し，すべての欠損データを補完した。20の補完
データセットを生成し，個別に分析した。各デー
タセットからの結果は，ルービンのルールに従っ
て統合した。感度分析として，前述のモデルを，
完全ケースを用いて再分析した。すべての統計解
析は，Rバージョン4.2.2（R Foundation for Statisti-

cal Computing，ウィーン，オーストリア）を用い
て実施した。統計的有意性は P < 0.05とした。

結　果

Ａ．参加者の特性

　分析サンプルは，介入群172名と対照群323名で
あった。勤務中の中高強度身体活動時間と歩数を
除き，ベースラインの人口統計学的変数とアウト
カム変数に有意な群間差が認められた（表 1）。介
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入群と対照群の年齢と勤務中の座位行動時間の平
均値（SD）は，それぞれ45.3（11.6）歳と51.6（7.2）歳，
308.1（62.7）分と341.4（56.7）分であった。補足図
S3に各群の PS分布を示す。overlap weightsを用

いた PS重み付け後，これらの変数は群間でバラ
ンスがとれた（補足図 S 4）。
Ｂ．短時間の休憩プログラムへの参加状況

　図 2に， 1年間にわたる短時間の活動的休憩へ

表 1．研究参加者の特性

特性
介入群（n = 172） 対照群（n = 323）

P値
平均（SD） n（%） 平均（SD） n（%）

年齢（歳）   45.3（11.6） –   51.6（7.2） –
< 0.01

　欠損 6 – 0 –

女性 –  157（92.4） –  182（56.3）
< 0.01

　欠損 – 2 – 0

BMI（kg／／m²）   21.9（3.3） –   23.3（4.4） –
< 0.01

　欠損 17 – 0 –

管理職 –   24（14.1） –   91（28.2）
< 0.01

　欠損 – 2 – 0

加速度計データ

装着日数（日）    4.7（0.5） –   12.2（4.5） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

装着時間（分／／8時間）  442.8（30.8） –  478.9（6.1） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

座位行動（分／／8時間）  308.1（62.7） –  341.4（56.7） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

長時間座位行動（分／／8時間）a   64.2（67.7） –  115.3（83.0） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

長時間座位行動（回数／／8時間）a    1.5（1.4） –    2.4（1.5） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

低強度身体活動（分／／8時間）  149.8（56.7） –  116.0（53.0） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

中高強度身体活動（分／／8時間）   23.1（13.1） –   23.7（13.5） –
0.691

　欠損 28 – 17 –

バウト身体活動（分／／8時間）b   75.8（34.2） –   57.6（33.1） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

バウト身体活動（回数／／8時間）b   17.1（7.0） –   13.2（6.9） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

歩数（歩／／8時間） 3834.5（1313.6） – 3597.2（1385.8） –
0.080

　欠損 28 – 17 –

心理的苦痛（点）    5.1（5.2） –    3.1（4.0） –
< 0.01

　欠損 3 – 2 –

ワークエンゲイジメント（点）    2.2（0.9） –    2.9（1.5） –
< 0.01

　欠損 3 – 8 –

職務遂行能力（点）    5.0（1.3） –    6.1（1.6） –
< 0.01

　欠損 4 – 1 –

a　30分以上の中断のない座位
b　3～10分間継続する身体活動
SB = 座位行動，SD = 標準偏差，LPA = 低強度身体活動，MVPA = 中高強度身体活動
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の参加状況を示す。半数以上の勤労者がほぼ常に
休憩に参加し，介入の後期段階で増加がみられ
た：プログラム実施直後62.1％， 6か月後58.6％，
1年後66.9％。
Ｃ．介入効果

　表 2に，勤務中の座位行動と身体活動に対する
介入の効果を示す。 1年後のフォローアップ時点
で，介入群の勤労者は勤務中の座位行動を減少さ
せ，身体活動を増加させた（群間差の P < 0.05）。
介入群は座位行動時間が24.4分減少し［95%信頼
区間（CI）31.6 – 17.3］，低強度身体活動が12.6分増
加し（95% CI 6.3 – 18.9），中高強度身体活動が
10.1分増加した（95% CI 8.0 – 12.2）。介入群にお
いて，継続した座位行動の頻度と時間は有意では
ないものの減少し（P = 0.050 – 0.059），短時間の
継続した身体活動は増加した（P < 0.001）。対照群
はいずれの主要アウトカムにも有意な変化を示さ
なかった。
　表 3に，副次アウトカムに対する介入の効果を
示す。 1年後のフォローアップ評価時点で，介入
群の心理的苦痛［1.6点（95% CI 0.9 – 2.2）］とワー
クエンゲイジメント［­0.1点（95% CI ­0.2 – 

­0.01）］はベースラインから有意に悪化した（群間

差の P < 0.05）。主観的職務遂行能力に対する介
入効果の証拠はほとんどみられなかった。
　完全ケース分析（補足表 S4および S5）では，推
定値の大きさと分散にいくつかの違いがみられた
ものの，同様の結果が得られた。

考　察

　我々は，短時間の活動的休憩を勤務スケジュー
ルに組み込んだ 1年間の複合的介入が，日本のオ
フィスワーカーにおける勤務中の身体行動，メン
タルヘルス，および仕事関連のアウトカムに及ぼ
す影響を検討した。半数以上の勤労者が， 1年間
を通じてほぼ常に休憩セッションに参加した。 1

年後のフォローアップ評価時点で，介入群参加者
の勤務中の座位行動が約20分減少し，身体活動が
同程度増加した。更に， 1年後のフォローアップ
評価時点での心理的苦痛とワークエンゲイジメン
トは，介入群でベースラインから悪化した。
　 1年間を通じての高い参加状況は，短時間の休
憩プログラムが現実世界において実行可能かつ持
続可能であることを示唆している。以前実施され
た 8週間の研究では，勤務中30分ごとに 1～ 2分
間の立つ／／動く休憩の有効性を評価し，研究終了
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図 2．介入群における短時間の活動的休憩への参加状況
3時点すべてに欠測のない145名のデータを用いて作成した。
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時に勤労者の55.9％が参加した38）。別の研究では，
複合的な短時間休憩プログラムがオフィスに実装
され（≥ 4分／／セッション， 1日 4回），参加者は 6

か月間のプログラム全体を通じてセッションの
31.5％に出席した11）。本研究における参加状況（ 1

年後に参加者の66.9％がほぼすべての休憩セッ
ションに参加）は，以前の研究と同等またはそれ
以上であり，我々の複合的プログラムが長期にわ
たって（少なくとも 1年以上）現実世界のオフィス
で持続できることを示唆している。本研究での参
加状況が以前の研究よりも高かった理由は，短時
間の休憩導入前に実施された支援戦略によって説
明できる可能性がある。経営陣／／同僚からのソー
シャルサポートや情報提供を含むこれらの戦略は，
職場での長時間の座位行動を中断することに対す
る障壁（例：活動的休憩を取ることを支援しない
組織文化）を軽減した可能性がある12,13）。
　我々の複合的介入は，勤務中の座位行動を減少
させ，身体活動を 8時間の勤務中に24.3分間増加
させた。短時間の休憩を実装することの効果を検
討した研究は 2 件のみで，結果は一貫していな
い：Maileyら38）は勤務中の座位行動の減少を報告
したが，Akksilpら11）は統計的有意な効果を報告
しなかった。我々の結果は， 8週間の短時間の活
動的休憩の実装が， 9時間の勤務中に座位行動を
35.5分（ 8時間当たり31.61分に相当）減少させたと
報告した Maileyら38）の知見を支持している。こ
れらの類似性は，ベースラインにおける我々の参

加者の勤務中の座位行動時間が，Akksilpらより
も Maileyらの報告と一致していることに起因す
る可能性がある。一方，我々の研究でみられた座
位行動の変化が Maileyらの研究と比較して小さ
かったことは，研究期間（ 1年 vs 8週間）と介入
に含まれる構成要素によって説明できる可能性が
ある。この仮説は，研究期間が長くなるにつれて
座位行動の減少が小さくなることを示唆した系統
的レビューの知見によって部分的に支持されてい
る8）。
　我々は，短時間の休憩プログラムが勤務中の低
強度身体活動と中高強度身体活動の両方を増加さ
せることを確認し，介入が参加者自身の作業ス
ペース周辺の活動（低強度身体活動）と，オフィス
への出入りの歩行（中高強度身体活動）を増加させ
たことを示唆している。更に，観察された座位行
動の変化（約20分／／勤務日）は目標値，すなわち勤
務中の 1日当たり合計約10分間の減少よりも大き
かった。これらの予想外の結果の考えられる理由
には，オフィスでの座位行動の軽減と身体活動の
増加に向けた従業員のリテラシーの向上が含まれ，
これが活動的な組織文化を育み，活動的休憩を取
る際に他の用事も完了しようとした可能性がある
（例：水分補給，トイレ休憩，同僚訪問）13）。これ
らの仮説は，短時間の継続した身体活動が増加し
たという我々の知見によって部分的に支持されて
いる。
　我々の結果はいくつかの示唆を含んでいる。以
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表 3．長時間座位からの短時間の活動的休憩を組み込んだ複合的介入の副次アウトカムへの効果

アウトカム a 群
事前

平均（SD）
事後

平均（SD）
事後 -事前の差
推定値（95% CI）b

群間差
推定値（95% CI）

群間差の
P値

心理的苦痛（点） 介入群 5.1（5.2） 6.7（5.6）  1.6（0.9 – 2.2）
 1.4（0.6 – 2.3） 0.001

対照群 3.1（4.0） 3.5（4.2）  0.1（-0.4 – 0.7）
ワークエンゲイジメント（点） 介入群 2.2（0.9） 2.1（1.0） -0.1（-0.2 – -0.0）

-0.2（-0.4 – -0.1） 0.012
対照群 2.8（1.5） 2.9（1.5）  0.1（-0.0 – 0.2）

職務遂行能力（点） 介入群 5.0（1.3） 5.3（1.5）  0.2（-0.1 – 0.5）
-0.2（-0.6 – 0.2） 0.276

対照群 6.0（1.6） 6.1（1.5）  0.4（0.2 – 0.6）

a　高い値はより高いレベルの心理的苦痛，ワークエンゲイジメント，職務遂行能力を示す
b　これらの値は共変量で調整されているため，事前と事後の列の値の差と正確には一致しない（算術平均）
SD = 標準偏差，CI = 信頼区間
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前のメタ分析では，環境的職場介入（例：スタン
ディングデスクの設置）を実施した後，勤務中の
座位行動時間が72.8分／／ 8時間減少し，教育的／／行
動的介入（例：カウンセリング，情報提供，コン
ピュータプロンプト）を実施した後は15.5分／／ 8時
間減少し，これらの介入の組み合わせを実施した
後は88.8分／／ 8時間減少することが明らかになっ
た7）。研究方法論が異なるため直接比較は困難で
あるが，短時間の活動的休憩を含む複合的介入の
勤務中の座位行動への効果は，教育的／／行動的介
入に匹敵するが，環境介入ほど効果的ではないこ
とが示唆された。一方，系統的レビューでは，座
位行動を減らし身体活動を増加させるように設計
された多くの職場介入が短期的な性質であり，数
週間から数か月の範囲であることが強調されてい
る8）。我々の研究は，短時間の休憩を組み込んだ
複合的プログラムが長期にわたって（少なくとも
1年は）勤務中の座位行動を減らし身体活動を増
加させるのに効果的である可能性を示すことで，
これらの知見を拡大している。更に厳密な研究が
必要であるが，スタンディングデスクやアクティ
ブワークステーションの導入を伴わない我々の介
入プログラムは，特に従業員の健康増進のための
リソースが限られている中小企業において，座位
行動を減らし身体活動を増加させる集団アプロー
チとして考慮されるべきである39）。
　我々は，介入が健康を促進したという証拠を見
いだせず，更に介入群では 1年後に心理的苦痛と
ワークエンゲイジメントが悪化した。これは介入
に関連した変化である可能性がある。介入による
身体活動は短時間で軽度であったが，特に疲労し
た，または意欲の低い従業員の間で身体的または
精神的な負担を引き起こした可能性がある。休憩
を取ることは，集中した作業を中断した可能性も
ある。しかし，身体活動促進を含む職場介入のレ
ビューでは，メンタルヘルスアウトカムへの負の
効果は明らかになっていない15）。心理的苦痛と
ワークエンゲイジメントは，仕事の要求（例：残
業）とコントロール，努力－報酬の不均衡，ソー
シャルサポート，組織変更など，さまざまな要因

によって影響を受ける40,41）。我々のフォローアッ
プ調査時点では，介入群の企業のみが繁忙期で，
従業員への仕事の要求が増加していた可能性があ
り，アウトカムの悪化につながった可能性がある。
我々は同じ企業グループの従業員を各群に割り当
て，PS重み付けを用いて特性をバランスさせよ
うと試みた。しかし，これらのアウトカム決定要
因の分布は十分にバランスがとれていなかった可
能性がある。将来の RCTで，観察された潜在的
な負の効果を検証すべきである。
　我々は各群で異なる時点で測定が行われたこと
が，観察と推定に影響を与えた可能性があること
を認識しなければならない。特に，介入後測定は
COVID-19パンデミックの影響を受けた可能性が
ある。例えば，日本の主な感染制御措置である
ソーシャルディスタンス拡大戦略は，職場での交
流と休憩を減らし，身体活動の低下と座位行動の
増加につながった可能性がある。逆に，閉鎖空間
（例：エレベーター）を避けるための階段の使用や，
感染制御のためのオフィスの導線の調整が身体活
動を促進した可能性がある。これらの潜在的な効
果の大きさと方向を判断することはできないが，
観察された値が測定タイミングの違いによって影
響を受けた可能性を除外することもできない。し
かし，この影響は，レジャー時の座位行動と身体
活動よりもパンデミックに対する感受性が低い可
能性がある主要アウトカム（職場での座位行動と
身体活動）に関して，結果を覆すほど重要ではな
かった可能性がある。更に，日本では，介入後調
査の時点で，人々の身体行動に大きな影響を与え
るような厳格な措置は実施されていなかった。更
に，パンデミックとその対策（例：テレワーク）は
人々の身体活動42,43）とメンタルヘルス44）を悪化さ
せる可能性があると報告されている。しかし，介
入群の副次アウトカムを除いて，そのような悪化
傾向は確認されなかった。一方，介入群における
心理的苦痛とワークエンゲイジメントの悪化は，
前例のないパンデミックの発生に対する不安に
よって影響を受けた可能性がある。我々の知見は，
パンデミック後に実施される更なる RCTで検証
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されるべきである。
強みと限界

　本研究の強みは，環境介入を実施することなく
勤務中の座位行動の軽減に効果的であると期待さ
れる，短時間の活動的休憩を組み込んだ複合的介
入の長期的効果を検討したことである。更に，
我々は加速度計を用いて座位行動と身体活動を測
定し，PS重み付けを用いて群の特性をバランス
させた。しかし，本研究にはいくつかの限界もあ
る。第一に内的妥当性に関するものである。PS

重み付けを用いて交絡バイアスを減らそうと試み
たが，利用可能なデータが限られていたため，
PSモデルに含めることができた共変量のセット
は限定的であった。したがって，我々の結果は，
未測定・未知の交絡因子（例：職場文化，対人関
係，健康増進への意識）によって影響を受けた可
能性がある。群間の調査期間の違いとそれに関連
する要因も，我々の結果に影響を与えた可能性が
ある。第二の限界は測定誤差に関するものである。
我々が使用した加速度計は，身体活動と座位行動
の測定において妥当性が検証されている24-26）。し
かし，腰装着型加速度計は実際の姿勢変化を評価
できず，座位行動と低強度身体活動を誤分類する
可能性がある26）。更に，介入群での座位行動の減
少は観察された休憩への参加状況の妥当性を部分
的に支持しているが，短時間休憩への自己報告に
よる参加状況評価は情報バイアス（例：想起バイ
アスと社会的望ましさバイアス）の影響を受けた
可能性がある。第三に，我々は日本の単一企業の
オフィスワーカーを対象とした。参加者は主に女
性（介入群の92.4％）であり，以前の系統的レ
ビューに含まれたオフィスワーカーよりも勤務中
の座位行動が少なかった（職場での座位行動％：
62.9％ vs 72.5％）1）。更に，職場での健康増進プ
ログラムの有効性は，国によって異なる組織規範
と風土に依存する可能性がある12-14）。したがって，
我々の結果の一般化可能性は限られている可能性
がある。将来の研究では，欧米・発展途上国のオ
フィスワーカーや，より座位行動が多い者など，
他の集団における短時間の休憩実施の効果を検討

すべきである。

結　論

　座位行動の中断を意図した短時間の活動的休憩
を組み込んだ複合的な職場健康増進プログラムは，
オフィスワーカーの勤務中の座位行動を減らし，
身体活動を増加させることに対して長期的な有効
性をもつ可能性がある。しかし，心理的苦痛と
ワークエンゲイジメントへの潜在的な悪影響には
留意すべきである。方法論的な限界から，観察さ
れた効果が介入によるものと断定することはでき
ないが，我々の知見は，このプログラムがオフィ
スワーカーの勤務中の座位行動を減らし，身体活
動を促進する実行可能なアプローチであることを
示唆している。広範な実装を推奨する前に，その
有効性と外的妥当性を評価するための更に厳密な
研究が必要である。
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川上諒子

背景
目的

横断研究において，下腿周囲長と骨格筋量と

の間には正の相関関係があることが確認され

ており，下腿周囲長は骨格筋量の簡易指標として現

場で用いられている。しかしながらこれまでに，下

腿周囲長の変化と骨格筋量の変化の縦断的な関係性

を検証した研究は見あたらず，下腿周囲長の経時変

化を観察することで，骨格筋量の変化を推定できる

か否かは不明である。そこで本研究では，下腿周囲

長の変化と四肢筋量との関係性を縦断的に検討する

ことを目的とした。

方法
2015年 3 月から2024年 9 月の間において，

WASEDA’S Health Studyの測定会に 2 回

参加した40～87歳の日本人成人227人（男性149人，

女性78人）を対象とした。メジャーを用いて立位時

の下腿の最大周囲長を計測し，左右の平均値を算出

した。四肢筋量の評価には，二重エネルギーX線吸収

測定法（DXA法）を用いた。

結果
追跡期間は平均 8 年であった。下腿周囲長の

変化と四肢筋量の変化との間には正の相関関

係が確認された（男性：r = 0.71，女性：r = 0.71）。

下腿周囲長 1 cmの減少は，四肢筋量の男性1.4 kg減

少，女性0.9 kg減少に相当した。これらの関係性は

年齢や肥満別にみてもおおむね同様の関係であった

（中年者：r = 0.70，高齢者：r = 0.67，非肥満者：r 

= 0.69，肥満者：r = 0.72）。また，下腿周囲長の変

化は，腕の筋量（男性：r = 0.51，女性：r = 0.38）

よりも脚の筋量（男性：r = 0.71，女性：r = 0.75）

の変化とより強く関係することが示された。

結果
下腿周囲長の変化は，年齢や肥満にかかわら

ず，四肢筋量の変化との間に正の相関関係が

認められた。下腿周囲長の変化によって骨格筋量の

変化を推定できることが示唆された。

執筆者によるコメント

本研究は世界で初めてふくらはぎ周囲長の変化と
筋肉量の変化の関係性を検討した縦断研究です。
本研究の結果から，年齢や肥満状況にかかわらず，
ふくらはぎ周囲長の変化と四肢筋量の変化との間
には正の相関関係があることが示されました。す
なわち，ふくらはぎが細くなってきたら筋量の減
少のサインということです。これにより，早期に
筋量の衰えに気付くことが可能となります。

図　下腿周囲長の変化と四肢筋量の変化の相関関係

-4

-2

0

2

4

-8 -4 0 4 8

女性

y = 0.431x – 0.506
r = 0.71

下腿周囲長の変化 (cm) 

-4

-2

0

2

4

-8 -4 0 4 8

下腿周囲長の変化 (cm) 

y = 0.692x – 0.685
r = 0.71

男性

四
肢
筋
量
の
変
化

（kg）

四
肢
筋
量
の
変
化

（kg）

体力研究 BULLETIN OF THE PHYSICAL FITNESS RESEARCH INSTITUTE
No.124 p.48  May, 2026

Kawakami R, Tanisawa K, Nakamura N, Ito T, Usui C, Inoue Y, Chen Y, Watanabe D, Miyachi M, Torii S, Midorikawa T, Ishii 
K, Suzuki K, Sakamoto S, Higuchi M, Oka K. Relationship between longitudinal changes in calf circumference and skeletal 
muscle mass. Clinical Nutrition ESPEN. 2025; 68: 447-50.

下腿周囲長の変化と骨格筋量の変化の縦断的な関係性
論文紹介
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和田 彩

背景
目的

近年，テレワーカーは出勤労働者に比べて身

体活動量が少なく，作業環境の未整備に起因

する筋骨格系疼痛の増加が報告されている。これら

の課題に対処するためには，出勤を前提としないテ

レワーカーにも適用可能なプログラムの開発が求め

られる。そこで本研究では，オンライン動画を主軸

とし，身体活動，テレワーク環境および筋骨格系健

康の向上を目的としたプログラムを開発した。この

論文はその有効性を検証するためのプロトコルであ

る。

方法
研究デザインはクラスターランダム化比較試

験であり，企業や部署などのクラスターレベ

ルで層別ランダム化を行う。

　参加者の適格基準は，18～65歳，週 1 日以上テレ

ワークを行っている者とする。主要評価項目である

歩数変化の効果量，脱落率等を考慮し，サンプルサ

イズは約500人と算出された。

　12週間のプログラムでは，テレワークに伴う健康

リスク，身体活動および作業環境の目標値，ならび

に簡単な体操を含む推奨行動に関する教育を通じて

行動変容を促す。社会生態学モデルに基づき，個人

戦略（週 2 回のメール・数分の動画配信，現状の

フィードバック），社会文化環境戦略（歩数対抗戦），

物理環境戦略（ポスター，パンフレット），組織戦略

（上層部からの推奨メッセージ）を実施する（図）。

開始前には活動量計，環境センサ，質問票を用いた

測定を行い，その結果を参加者にフィードバックす

ることで，優先的に取り組む行動を選択できるよう

支援する。

　評価指標は介入前後の身体活動量，テレワーク環

境，筋骨格系健康とし，客観指標（活動量計，環境

センサ）および主観指標（環境整備行動，身体症状

等の質問票）の両面から評価する。

結論
本研究は，職場介入において問題となりやす

いコンタミネーションを回避できる研究デザ

インを採用し，主観的・客観的評価を統合して精緻

に変化をとらえる点に強みがある。

執筆者によるコメント

本研究は，先行研究に基づく理論的な多要素介入
を設計し，その効果を厳密なデザインで検証する
点が特徴といえます。また，テレワーカー特有の
健康課題に包括的に取り組むことにより，それぞ
れの相乗効果（座りすぎ是正に伴う腰痛改善等）
も期待されます。客観指標と主観指標を組み合わ
せて評価をする計画により，実践的かつ再現性の
高い健康施策の科学的根拠を提示することを目指
します。

図　多要素の職業的ライフスタイル介入図1 多要素の職業的ライフスタイル介入
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Wada A, Kim J, Kanamori S, Yoshimoto T, Tsukinoki R, Kagi N, Umishio W, Asaoka R, Shiomitsu T, Kawamata K, Yoshioka N, 
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テレワーカー対象の職業的ライフスタイル介入の効果検証：プロトコル
論文紹介
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藤井悠也

背景
目的

日本では欧米に比べて高齢者の自転車利用が

多く，特に交通網が発展していない中山間地

域では自転車が重要な移動手段である。自転車利用

は社会交流や身体活動量の増加につながり，要介護

化や死亡リスクの低減が期待されるが，高齢者を対

象とした長期追跡研究は不足している。本研究では，

中山間地域在住高齢者における自転車利用と要介護

化・死亡発生との関連を10年間の追跡調査により明

らかにする。更に，初回調査から 4 年後に同様の調

査を実施し，自転車利用状況の変化（非利用，利用

開始，中断，継続）と要介護化・死亡との関連性を

検証した。

方法
2013年に茨城県笠間市在住の高齢者を対象に

郵送調査を実施，6385人（平均年齢74.2歳）

から有効回答を得た。自転車利用状況について，週

当たりの利用時間から，「非利用， 1 ～74分，75～

149分，150分以上」の 4 群に分類した。対象者を

2023年まで10年間追跡し，要介護化（要支援 1 以上）

および死亡の発生を調査した。更に，2017年に再調

査を行い，3558人を「非利用，利用開始，中断，継

続」の 4 群に分けて 6 年間追跡した。加えて，車を

運転しない高齢者に限定した解析も実施した。

結果
2013年時点で自転車を利用していた高齢者は，

非利用者に比べて10年間の要介護化および死

亡リスクが低かった。特に車の非運転者でこの傾向

が強かったが，利用量が多いほどリスクが低下する

量反応関係は認められなかった。2017年の再調査で

は，自転車利用を継続していた者は非利用者より要

介護化・死亡リスクが低く，車の非運転者では利用

開始者も要介護化リスクが低かった。

結論
高齢者の自転車利用は健康寿命および寿命の

延伸に寄与し，特に車を運転しない高齢者で

効果が大きいことが示唆された。高齢者の移動手段

確保が課題となるなか，自転車利用促進の社会的支

援が重要である。

執筆者によるコメント

本研究は高齢者を対象に，自転車利用と要介護・
死亡リスクとの関連を明らかにした点で非常に意
義深いものです。交通手段が限られる地域におい
て，自転車の継続利用や新たな利用開始が健康維
持に寄与する可能性を示したことは，今後の高齢
者支援策の重要な示唆となります。今後は，安全
な自転車利用環境の整備に関する研究など，実践
的なエビデンスの蓄積と，社会実装への展開が期
待されます。

図　調査開始時（2013年）の自転車利用量と要介護化お
よび死亡リスクとの関連

年齢，性，学歴，経済状況，独居の有無，ボディマス指
標（BMI），各種治療歴（癌，脳血管疾患，心疾患，関節
痛・神経痛），心理的ストレス度，外出頻度，主な外出手
段，人口密度，土地傾斜，身体活動量を統計的に補正し
た結果
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Tsunoda K, Nagata K, Jindo T, Soma Y, Kitano N, Fujii Y, Okura T. Changes in cycling and incidences of functional disability 
and mortality among older Japanese adults. Transportation Research Part F: Traffic Psychology and Behaviour. 2025; 111: 
296-305.

高齢者における自転車利用状況と要介護化および死亡発生との関連
論文紹介
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甲斐裕子

背景
目的

新型コロナウイルス感染症のパンデミックを

契機に在宅勤務が急速に普及した。在宅勤務

への移行は身体活動量の低下をもたらす可能性が指

摘されているが，先行研究は異なる個人間の比較や

質問紙による主観的評価が多く，交絡因子の影響や

バイアスが課題であった。本研究は，同一個人の出

社日と在宅勤務日を比較する個人内デザインと加速

度計を用いて，身体活動量の差異を客観的に明らか

にすることを目的とした。

方法
東京都内 4 社に勤務するホワイトカラー労働

者を対象に，2023年 5 月に調査を実施した。

参加者には 8 日間連続で加速度計を装着させ，毎日

の勤務場所を活動日誌に記録させた。出社日と在宅

勤務日の両方が存在し有効装着日が 4 日以上の177人

を分析対象とした。主要アウトカムは 1 日当たりの

歩数とし，活動強度別時間（座位行動・低強度・中

高強度）については組成データ分析で評価した。ま

た重回帰分析により，在宅勤務の影響が大きい集団

の特徴を検討した。

結果
分析対象者177人の平均年齢は34.7歳，男性

58.8％，87.0％が公共交通機関で通勤してい

た。出社日の平均歩数8046歩／／日に対し，在宅勤務日

は3284歩／／日と， 1 日当たり4762歩（59.2％）の減少

が認められた。年代別では50歳代（3416歩／／日差）に

比べ，20歳代（5614歩／／日差）および30歳代（5079歩

／／日差）で有意に大きな減少が示され，若年層での影

響が顕著であった。活動強度別には，在宅勤務日は

出社日に比べて座位行動の割合が6.6ポイント高く，

低強度・中強度身体活動の割合がいずれも有意に低

かった。また在宅勤務日は個人間のばらつきが大き

く，行動パターンの多様性が示された。

結論
加速度計を用いた個人内比較により，在宅勤

務日は出社日に比べて歩数が約59％減少し，

座位行動が増加することが客観的に示された。特に

若年層での影響が大きく，個人差も拡大することか

ら，在宅勤務での身体活動維持に向けた健康施策の

必要性が示唆された。

執筆者によるコメント

本研究は，厚生労働科学研究費「テレワークの常
態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣
病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究

（代表：甲斐裕子）」の一環として実施したもので
す。本研究班では，異なる集団を比較した先行研
究でも在宅勤務と出社で約4000歩の差が確認され
ており，今回の個人内比較でも同様の結果が得ら
れたことは重要な知見です。特に若年層ほど影響
が大きい点は看過できず，在宅勤務中の意図的な
身体活動の確保の必要性が改めて示されました。

図　勤務場所の違いによる強度別身体活動構成を示す三
角図

図の読み方：三角形の各頂点は座位行動・低強度身体活
動・中高強度身体活動がそれぞれ100％の状態を示す。点
が頂点に近いほどその活動の割合が高い。
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Kikuchi H, Machida M, Watanabe Y, Amagasa S, Yoshiba K, Kitano N, Nakanishi Y, Kai Y, Inoue S. The effect of working from 
home on device-measured physical activity among Japanese white-collar workers: a within-individual comparison study. 
Journal of Occupational and Environmental Medicine. 2025; 67（7）: 553-7. 

在宅勤務が身体活動量に与える影響：加速度計を用いた個人内比較研究
論文紹介
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Appendix

AppendixⅠ　　研究業績一覧
AppendixⅡ　　健康啓発活動業績一覧
AppendixⅢ　　第41回（2025年度）若手研究者のための健康科学研究助成受贈者一覧
AppendixⅣ　　研究助成受贈者の論文紹介
AppendixⅤ　　第42回（2026年度）若手研究者のための健康科学研究助成応募要項

I 研究活動
1 研究課題

2 その他の活動

（1）職域プロジェクト研究：働く世代の健康づくりに関する研究
　　・身体活動と座位行動の健康影響の解明
　　・勤労者の身体活動促進および健康支援法の開発
　　・みるスポーツの健康効果の解明

（2）�地域プロジェクト研究：社会的成果をもたらす集団戦略的健康づくり方
法の開発

　　・アウトリーチ型の社会的処方による健康づくり方法の開発
　　・�高齢者を対象としたオンライン・コミュニティによる健康づくり方法

の開発
　　・全国の身体活動・座位行動の実態調査研究
　　・子どもの体力研究

（3）�基礎的研究：身体活動による健康効果のメカニズム解明と新たな健康支
援法の開発

　　・身体活動による脳の健康を保つための要因の解明
　　・脳の健康を保つための運動機構の解明
　　・�身体活動・運動が高齢者の認知機能に与える影響とその脳内機構の解明
　　・�運動習慣形成の要因解明と習慣化促進のための認知行動トレーニング

の開発
（1）｢体力研究」123号刊行（令和 7 年 5 月31日）
（2）ホームページ運営

II 研究啓発活動
1 講演および講義
�2
�
学術成果に基づいた
健康情報の発信

対象：自治体，非営利法人，民間企業，大学等
メディア掲載，ウェブサイト

III 研究助成
1 公募

2 贈呈式開催

3 成果報告書刊行

第41回若手研究者のための健康科学研究助成公募
（令和 7 年 7 月 1 日～ 9 月25日）
第41回若手研究者のための健康科学研究助成　贈呈式開催

（令和 8 年 2 月13日）
「第38回若手研究者のための健康科学研究助成成果報告書」刊行
（令和 7 年 6 月 1 日）
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1 総説
（1）	� 神藤隆志，北濃成樹，三橋大輔．テニスの試合を対象としたパフォーマンス分析のためのデータ収集から研

究データ作成までの方法とその活用事例．体育学研究（in press）.

2 原著論文
（1）	� Koriyama S, Sawada SS, Zhai X, Dimitroff SA, Nishida M, Tanisawa K, Kawakami R, Hamaya K, 

Shimomitsu T. Leisure-time physical activity and perceived occupational stress: a cross-sectional 
study of workers in Japan. Sport Sciences for Health. 2025 Apr; 21: 1869-1876.

（2）	� Liu J, Fujii Y, Fujii K, Seol J, Nagata K, Okura T. Mediating role of frailty/pre-frailty on the association 
between exercise participation and traffic crashes among Japanese community-dwelling older 
drivers. BMC Geriatrics. 2025 May; 25（1）: 341.

（3）	� Yamakita M, Tsuji T, Kanamori S, Saito J, Kai Y, Tani Y, Fujiwara T, Kondo N, Kondo K. Association 
between trajectories of life-course group sports participation and dementia: a 3-year longitudinal 
study. Public Health. 2025 Jun; 243: 105721.

（4）	� Kikuchi H, Machida M, Watanabe Y, Amagasa S, Yoshiba K, Kitano N, Nakanishi Y, Kai Y, Inoue S. 
The effect of working from home on device-measured physical activity among Japanese white-
collar workers: a within-individual comparison study. Journal of Occupational and Environmental 
Medicine. 2025 Jul; 67（7）: 553-557.

（5）	� Watanabe Y, Hyodo K, Yamaguchi D, Noda T, Nishida S, Ueno A, Kai Y, Arao T. Effects of frequent, 
short-duration web-based light-intensity aerobic dance exercise on body composition, physical 
function, and physical activity in older adults: a randomized controlled trial. BMC Geriatrics. 
2025 Nov; 25（1）: 831.

（6）	� Watanabe Y, Noda T, Yoshiba K, Kikuchi H, Machida M, Nara K, Fukunishi A, Nakanishi Y, Inoue 
S, Kai Y. Impact of telework on body composition, physical fitness, and physical symptoms 
in Japanese workers. Journal of Occupational and Environmental Medicine. 2026 Feb; 68（2）: 
109-114.

（7）	� Kawamura T, Nakamura N, Tabata H, Kawakami R, Usui C, Ito T, Soga K, Taki Y, Radak Z, Torii S, 
Suzuki K, Ishii K, Sakamoto S, Miyachi M, Oka K, Higuchi M, Muraoka I, Tanisawa K. Revisiting 
the relationship between cardiorespiratory fitness and biological aging: insights from DunedinPACE 
analysis. GeroScience（in press）.

（8）	� Kawai W, Hyodo K, Yamamoto Y, Hayashi Y, Yamaguchi D, Ueno A, Cutini S, Dan I. Threshold 
optimization in separating cortical and extracerebral hemodynamics using principal component 
analysis. Frontiers in Human Neuroscience（in press）.

3 その他の学術論文
（1）	� 髙橋淳太，野田隆行，大西真衣，兵頭和樹，川上諒子，山口大輔，西田純世，甲斐裕子，荒尾 孝．オンラ

インで繋ぐ通いの場「Slow Online FiTness：SOFT」の運営実態．体力研究．2025 May; 123: 1-7.
（2）	� 甲斐裕子．日本体力医学会におけるダイバーシティ＆インクルージョンの現状．体育の科学．2025 Jun; 

75（6）: 415-419.
（3）	� 北濃成樹．職場における「座りすぎ」改善の実践戦略：日本のオフィスからのエビデンス．韓国産業衛生誌．

AppendixⅠ
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2025 Jul; 447: 12-15.
（4）	� Kawakami R, Tanisawa K, Nakamura N, Ito T, Usui C, Inoue Y, Chen Y, Watanabe D, Miyachi M, 

Torii S, Midorikawa T, Ishii K, Suzuki K, Sakamoto S, Higuchi M, Oka K. Relationship between 
longitudinal changes in calf circumference and skeletal muscle mass. Clinical Nutrition ESPEN. 
2025 Aug; 68: 447-450.

4 著書
（1）	� Ando S, Fujimoto T, Sudo M, Tashiro M. Involvement of dopamine in cognitive improvement by 

aerobic exercise. In: Soya H（ed.）. Exercise brain stimulation for cognitive function and mental 
health. Springer Singapore. 2025; 191-203.

（2）	� Hyodo K, Soya H. Healthy cognitive aging through movement: a practical approach of light-
intensity aerobic dance for older adults. In: Soya H（ed.）. Exercise brain stimulation for cognitive 
function and mental health. Springer Singapore. 2025; 389-403.

（3）	� 甲斐裕子．運動とオフィス：はたらく場での身体活動促進．鈴木美奈子，福田 洋，坂本直人（編）．みんな
のヘルスプロモーション．弘文堂．2025; 47-50.

（4）	� 甲斐裕子．企業等の取り組み．スポーツと健康増進．スポーツ白書2026～スポーツの新たな価値創造への
挑戦～．笹川スポーツ財団．2026; 97-100.

5 報告書等
（1）	� 甲斐裕子，和田 彩，吉葉かおり，吉岡菜津美，村松祐子．テレワークの常態化による労働者の筋骨格系へ

の影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労
働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性
を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」総括研究報告書．2025

（2）	� 田淵貴大，大川純代．リモートワークと喫煙・飲酒行動との関連：JASTIS2023年調査データの横断分析．
令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格
系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研
究報告書．2025

（3）	� 北濃成樹，藤井悠也．日本人ホワイトカラー勤労者における在宅勤務と健康・well-beingの縦断的関連性：
アウトカムワイドアプローチを用いた検討．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）

「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資
する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（4）	� 渡邊裕也，菊池宏幸，町田征己，野田隆行，吉葉かおり，吉岡菜津美，甲斐裕子．勤労者のテレワーク頻度
と身体組成，体力，関節の痛みの関連．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テ
レワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する
研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（5）	� 菊池宏幸，町田征己．在宅勤務と職場勤務時の身体活動・体重の変化：縦断研究．令和 6 年度厚生労働科
学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣
病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（6）	� 福田 洋，金森 悟，甲斐裕子．企業におけるテレワーカーの健康支援への実装戦略～産業保健研究会の議論
から．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の
筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」
分担研究報告書．2025

（7）	� 和田 彩，中田由夫，金森 悟，吉本隆彦，海塩 渉，吉葉かおり，吉岡菜津美，甲斐裕子．包括的・多要素
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の職業的ライフスタイル介入がテレワーカーにおける身体活動，筋骨格系健康，職場環境に及ぼす影響：ク
ラスターランダム化比較試験（TELEWORK Study）プロトコル．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安
全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏
まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（8）	� 金森 悟，海塩 渉，甲斐裕子．テレワーカーに対する多要素介入によるテレワーク環境整備行動への効果．
令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格
系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研
究報告書．2025

（9）	� 海塩 渉，金森 悟，鍵 直樹，浅岡 凌，甲斐裕子．テレワーカーの在宅・オフィス勤務環境の測定および介
入プログラムによる環境改善効果の検証．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）

「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資
する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（10）	�中田由夫，月野木ルミ，塩満智子，Kim Jihoon．身体活動量を高めるための包括的・多要素アプローチの
効果検証．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働
者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕
子）」分担研究報告書．2025

（11）	�吉本隆彦，川又華代．職業的ライフスタイル介入がテレワーカーの腰痛関連アウトカムに与える影響：クラ
スターランダム化比較試験（TELEWORK Study）．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研
究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的
方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（12）	�甲斐裕子，和田 彩，吉葉かおり，吉岡菜津美，藤井悠也．企業担当者向け安全衛生に配慮したテレワーク
ガイドの作成について．令和 6 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態
化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表
者：甲斐裕子）」分担研究報告書．2025

（13）	�甲斐裕子，和田 彩，吉葉かおり，吉岡菜津美，村松祐子．テレワークの常態化による労働者の筋骨格系へ
の影響や生活習慣病との関連性を踏まえた具体的方策に資する研究．令和 4 年度～ 6 年度厚生労働科学研
究費（労働安全衛生総合研究事業）「テレワークの常態化による労働者の筋骨格系への影響や生活習慣病と
の関連性を踏まえた具体的方策に資する研究（研究代表者：甲斐裕子）」総合研究報告書．2025

（14）	�甲斐裕子，金森 悟，吉葉かおり，村松祐子．職域におけるナッジを活用した身体活動促進ツールの開発と
評価：健康無関心層へのアプローチの可能性．令和 6 年度厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生
活習慣病対策総合研究事業）「健康無関心層のセグメント化と効果的介入手法の検討：ライフステージに着
目して（研究代表者：福田吉治）」分担研究報告書．2025

6 学会発表（招待講演）
（1）	� 中村宇一，甲斐裕子，横川みどり．運動・スポーツを通じた働く世代の健康増進の取組．スポーツ庁合同企

画シンポジウム．第98回日本産業衛生学会，宮城．2025年 5 月
（2）	� 川上諒子．現場で使える筋量の簡易評価法．シンポジウム17「男性の健康革命：メンズヘルスの社会実装

で未来を築く」．第25回日本抗加齢医学会総会，大阪．2025年 6 月
（3）	� 兵頭和樹．運動強度と脳機能：効果と実践のバランスから考える．シンポジウム「運動強度を考える」．第

6 回日本体力医学会北九州地方会，Web開催．2025年 6 月
（4）	� 兵頭和樹．運動が高齢者の実行機能に与える影響：前頭前野の役割．シンポジウム「運動機能と認知機能の

関係：fNIRSによるアプローチ」．第64回日本生体医工学会大会，福井．2025年 6 月
（5）	� 髙橋淳太．オンライン運動プログラムでつなぐ通いの場『SOFT』－基礎研究から社会実装研究へ－．日本

老年社会科学会第67回大会，千葉．2025年 6 月
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（6）	� 甲斐裕子．身体活動の普及人材育成プログラム－「相談される身体活動促進専門家」と行政との関わり方を
考える－．第27回⽇本運動疫学会学術総会，大阪．2025年 7 月

（7）	� 甲斐裕子．エビデンス・プラクティスギャップは埋められるのか？－実装科学への挑戦．シンポジウム 4
「データでつなぐスポーツと健康－科学的根拠に基づく戦略と実装」．第33回日本運動生理学会大会，神奈川．
2025年 7 月

（8）	� 川上諒子．「みる」スポーツの健康効果．スポンサードシンポジウム 1 「運動指導に活かす最新エビデンス」．
第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（9）	� 川上諒子．筋量の簡易評価でサルコペニアを早期に予防する．ランチョンセミナー 6 「動楽と食楽で健康
長寿－WASEDA’S Health Study－」．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（10）	�甲斐裕子．横浜市における官民連携による社会的処方への挑戦．シンポジウム37「日本における社会的処
方の最前線－厚労省モデル事業と地域の挑戦」．第84回日本公衆衛生学会総会，静岡．2025年10月

（11）	�甲斐裕子．地域とのつながりは増やせるのか？－官民連携で挑むアウトリーチ型の社会的処方－．第21回
秋田県公衆衛生学会学術大会，秋田．2025年11月

（12）	�甲斐裕子．アクティブ・テレワークのすすめ－テレワーク時代の健康課題に，産業保健はどう向き合うか－．
第315回産業保健研究会，東京．2026年 3 月

7 学会発表（一般発表）
（1）	� Baba K, Tabuchi A, Sudo M, Hoshino D, Poole DC, Kano Y. Pharmacological inhibition of ryanodine 

receptors after eccentric contraction delays the regeneration process in rat skeletal muscle. 
2025 American Physiology Summit, Baltimore. 2025 April

（2）	� 甲斐裕子，吉葉かおり，村松祐子，金森 悟，川又華代，楠本真理，和田 彩，藤井悠也，荒尾 孝．健康経
営政策導入後に企業の運動支援は促進したか？－10年間の変遷と企業規模格差－．第98回日本産業衛生学
会，宮城．2025年 5 月

（3）	� 吉葉かおり，甲斐裕子，和田 彩，金森 悟，川又華代，楠本真理，村松祐子，藤井悠也，荒尾 孝．全国上
場企業におけるテレワーカーに対する身体活動促進の取組みの実態と課題．第98回日本産業衛生学会，宮城．
2025年 5 月

（4）	� Sudo M, Baba K, Kano Y, Ando S. Soleus muscle hypertrophy and neurobehavioral responses 
to environmental enrichment. 2025 American College of Sports Medicine Annual Meeting, 
Atlanta. 2025 May

（5）	� Kawakami R, Tanisawa K, Nakamura N, Ito T, Usui C, Inoue Y, Chen Y, Watanabe D, Miyachi M, 
Torii S, Midorikawa T, Ishii K, Suzuki K, Sakamoto S, Higuchi M, Oka K. Estimation of changes in 
skeletal muscle mass using changes in calf circumference: WASEDA’S Health Study. 2025 American 
College of Sports Medicine Annual Meeting, Atlanta. 2025 May

（6）	� Ando S, Fujimoto T, Hiraoka K, Watanuki S, Takeda K, Sudo M, Ishikawa Y, Funaki Y, Furumoto S, 
Watabe H, Tashiro M. Acute exercise releases endogenous dopamine in the human hippocampus. 
2025 American College of Sports Medicine Annual Meeting, Atlanta. 2025 May

（7）	� Xuejin Z, Sawada SS, Dong W, Hirayama R, Kawakami R, Yoshiba K, Yoshioka N, Lee IM, Sui X, 
Lee DC, Kai Y, Arao T. Subjective happiness and vitality in relation to experience of supporting 
the Japanese football league. 2025 American College of Sports Medicine Annual Meeting, 
Atlanta. 2025 May

（8）	� Sudo M, Kano Y, Ando S. Spontaneous locomotive activity induces soleus muscle hypertrophy 
and reduces anxiety-like behavior in an environmental enrichment. 30th Annual Congress of the 
European College of Sport Science, Rimini. 2025 July

（9）	� 藤井悠也，北濃成樹，川上諒子，和田 彩，甲斐裕子，丸尾和司，荒尾 孝．筋力トレーニングの実施時間と
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心血管代謝リスクとの量反応関係～成人 2 万人の健診コホートによる横断的検討～．第27回日本運動疫学
会学術総会，大阪．2025年 7 月

（10）	�髙橋淳太，小林吉之．高齢者の社会参加を可視化する発話量解析システムの精度検証．日本リハビリテー
ション医療デジタルトランスフォーメーション学会第 3 回学術集会，石川．2025年 7 月

（11）	�角田憲治，北濃成樹，甲斐裕子，神藤隆志，荒尾 孝．脂肪肝保有者の糖尿病合併を予防する行動置換モデ
ルの検証－加速度計評価に基づく24時間組成データ解析－．第66回日本人間ドック・予防医療学会学術大
会，京都．2025年 8 月

（12）	�大西真衣，野田隆行，髙橋淳太，川上諒子，兵頭和樹，山口大輔，西田純世，甲斐裕子，荒尾 孝．シニア
向けオンライン運動教室から発展した新たな地域活動 2 例の報告－SOFTプロジェクト－．日本地域看護学
会第28回学術集会，東京．2025年 9 月

（13）	�須藤みず紀，根橋 諒，安藤創一，狩野 豊，星野太佑．豊かな環境様式の違いが海馬のDNAメチル化と認
知機能に及ぼす影響．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（14）	�安藤創一，藤本敏彦，平岡宏太良，四月朔日聖一，武田和子，メスフィン ベリフ，須藤みず紀，船木善仁，
古本祥三，渡部浩司，田代 学．一過性の運動はヒト海馬において内因性ドーパミンを遊離する．第79回日
本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（15）	�馬場浩平，田渕絢香，須藤みず紀，星野太佑，狩野 豊．再生期におけるリアノジン受容体阻害がマクロ
ファージの局在に及ぼす影響．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（16）	�仲村佳之助，須藤みず紀，田渕絢香，星野太佑，狩野 豊．振動刺激が骨格細胞内カルシウムイオン動態に
与える影響．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（17）	�寺田紘基，二宮 渉，加納康裕，今井大輝，須藤みず紀，安藤創一．骨格筋への電気刺激に対する順応時の
生理的応答．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（18）	�福光 樹，橋本佑斗，上林紗梨，須藤みず紀，小川まどか，岡本孝信，安藤創一．超音波画像法による大腿
四頭筋の筋断面積評価の妥当性検証．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（19）	�石原 暢，橋本紳之亮，田中大貴，石丸幸勢，兵頭和樹，松田哲也，高岸治人．身体活動が思春期の社会性
の発達に与える影響：fNIRSハイパースキャニングを用いた縦断的検討．第79回日本体力医学会大会，滋賀．
2025年 9 月

（20）	�金子萌子，谷澤薫平，田端宏樹，中村宣博，川上諒子，薄井澄誉子，伊藤智子，石井香織，鈴木克彦，鳥
居 俊，宮地元彦，樋口 満，坂本静男，岡浩一朗，前田清司．ACTN3 R577X多型および全身持久力と糖
代謝指標との関連：WASEDA’S Health Study．第79回日本体力医学会大会，滋賀．2025年 9 月

（21）	�二宮 渉，加納 康，冨賀理恵，須藤みず紀，古瀬裕次郎，檜垣靖樹，田中宏暁，安藤創一，畑本陽一．高齢
者における運動機能と大腿筋量の経年変化．第37回呼吸研究会，滋賀．2025年 9 月

（22）	�兵頭和樹． 3 ヶ月間の頻回短時間の低強度運動は高齢者の前頭前野神経効率を高める？第 7 回スポーツ
ニューロサイエンス研究会，滋賀．2025年 9 月

（23）	�甲斐裕子，藤井悠也，吉葉かおり，村松（野口）祐子，野田隆行，岩松美樹，秋田 萌，矢島陽子，春日潤子，
荒尾 孝．第 1 報 官民連携による社会的処方が住民の地域参加に及ぼす効果：Y-Linkプロジェクト．第84
回日本公衆衛生学会総会，静岡．2025年10月

（24）	�吉葉かおり，甲斐裕子，藤井悠也，村松（野口）祐子，和田 彩，矢島陽子，岩松美樹，秋田 萌，春日潤子，
荒尾 孝．第 2 報 官民連携による社会的処方の質的評価：Y-Linkプロジェクト．第84回日本公衆衛生学会
総会，静岡．2025年10月

（25）	�和田 彩，甲斐裕子，川上諒子，藤井悠也，中村康香，荒尾 孝．妊娠中の身体活動量の記述疫学研究－東北
メディカル・メガバンクデータを用いて－．第84回日本公衆衛生学会総会，静岡．2025年10月

（26）	�髙橋淳太，野田隆行，川上諒子，山口大輔，甲斐裕子，荒尾 孝．オンラインを活用した通いの場『SOFT』
の社会実装研究：実社会への適応と効果検証．第84回日本公衆衛生学会総会，静岡．2025年10月

（27）	�野田隆行，髙橋淳太，川上諒子，山口大輔，甲斐裕子，荒尾 孝．オンラインを活用した新たな通いの場
『SOFT』の紹介：SOFTプロジェクト．第84回日本公衆衛生学会総会，静岡．2025年10月
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（28）	�中村陸人，江崎一希，須藤みず紀，岡本孝信，安藤創一．骨格筋への電気刺激トレーニングによる代謝変化．
第38回日本トレーニング科学会大会，東京．2025年11月

（29）	�福光 樹，赤木亮太，橋本佑斗，上林紗梨，須藤みず紀，岡本孝信，安藤創一．筋肥大を意図したトレーニ
ングによる大腿四頭筋横断面積の変化：超音波法による検証．第38回日本トレーニング科学会大会，東京．
2025年11月

（30）	�大西真衣．オンラインで繋ぐ通いの場Slow Online FiTness：SOFTの運営実態の報告．第14回日本公衆
衛生看護学会学術集会，石川．2025年12月

（31）	�Hyodo K, Dobashi S, Takahashi S, Yamaguchi T, Tachibana Y, Matsui T. Probabilistic registration-
based evaluation of fNIRS probe placement targeting the ventromedial prefrontal cortex. ARIHHP 
Human High Performance Forum 2026, Ibaraki. 2026 February

（32）	�須藤みず紀．2016年度以降の運動と脳と筋の研究．第 3 回JPSC研究会，茨城．2026年 3 月

8 その他の業績（研究費の取得）
（1）	� 須藤みず紀．脳機能の向上に資するヒラメ筋を起点とするボトムアップ型制御機構の解明（科学研究費助成

事業（学術研究助成基金助成金）基盤研究（B））．令和 8 ～11年度
（2）	� 甲斐裕子．高年齢労働者の運動による身体機能の維持向上策の実効確保のための調査研究（厚生労働科学研

究費補助金（労働安全衛生総合研究事業））．令和 8 ～11年度
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AppendixⅡ

健康啓発活動業績一覧

1 講演および講義
（1）	� 運動習慣化のコツ－やる気に頼らず生涯健康に－．運動に関する基調講話．税務大学校東京研修所．2025

年 4 月（対象：税務大学校研修生）
（2）	� 行動科学理論を活かした健康支援．第 1 回健康づくり推進スタッフ養成研修．中央労働災害防止協会．

2025年 6 月（対象：保健師，看護師，管理栄養士）
（3）	� 転ばぬ先の健康経営－科学が解き明かす「体力」の戦略的価値．健康経営実践勉強会「健康経営における

「運動」の必要性①」～働く人の“体力”に着目した，行動災害予防の新戦略～．健康経営会議実行委員会．
2025年 7 月（対象：企業担当者）

（4）	� 運動指導における社会的つながりの重要性．令和 7 年度健康運動指導士更新必修講座．公益財団法人健康・
体力づくり事業財団．2025年 7 月（対象：健康運動指導士）

（5）	� 痛みとの上手なつきあい方．八王子けんこう体操・らくらく体操 特別ミニ講座．南大沢保健福祉センター．
2025年 9 月（対象：一般住民）

（6）	� 甲斐裕子．なぜ運動は健康経営に役立つのか？健康経営実践勉強会「健康経営における「運動」の必要性②」
～働く人の運動習慣の形成に向けた新たな取り組み～．健康経営会議実行委員会．2025年10月（対象：企
業担当者）

（7）	� 『運動さえしていれば大丈夫！』これって本当？～高齢期における多様な生活活動の重要性～．令和 7 年度
宮崎県市町村健康づくり推進員等研修会．宮崎県．2025年10月（対象：健康づくり推進員等）

（8）	� フレイル予防と社会参加．横浜市緑区フレイル予防講演会．横浜市緑区．2025年10月（対象：一般住民）
（9）	� 運動指導における社会的つながりの重要性．令和 7 年度健康運動指導士更新必修講座．公益財団法人健康・

体力づくり事業財団．2025年10月（対象：健康運動指導士）
（10）	�行動科学理論を活かした健康支援．第 2 回健康づくり推進スタッフ養成研修．中央労働災害防止協会．

2025年10月（対象：保健師，看護師，管理栄養士）
（11）	�座りすぎの健康影響とオフィスでの対策－運動を活用し誰もが健康に働き続けられる職場へ－．第 7 回健

康長寿日本一長崎県民会議総会．健康長寿日本一長崎県民会議．2025年11月（対象：健康長寿日本一長崎
県民会議構成団体等）

（12）	�座りすぎを減らして健康づくり．シニアクラブセミナー．調布市シニアクラブ連合会．2025年12月（対
象：一般住民）

（13）	�働く世代における運動習慣化のコツ“職場でちょこっと”から始めよう！健やか山梨21推進大会．山梨県．
2026年 1 月（対象：一般住民）

（14）	�運動で認知症予防．屋久島町一湊区サロン．2026年 2 月（対象：一般住民）
（15）	�行動科学理論を活かした健康支援．第 3 回健康づくり推進スタッフ養成研修．中央労働災害防止協会．

2026年 2 月（対象：保健師，看護師，管理栄養士）

2 メディア掲載
（1）	� 日本エアロビック連盟「スマイル」：高齢者向けオンライン健康づくりシステムの研究開発に関する内容．

2025年 4 月
（2）	� 読売新聞：日本国内における身体活動の実態調査に関する研究成果．2025年 4 月
（3）	� livedoor，@niftyニュースほか：プレスリリース「職場の座りすぎ対策に“ 1 日数回，計10分のアクティ

ブブレイク”－国内初！ 1 年間の実証研究に基づく研究成果－」に関する内容．2025年 5 月
（4）	� 北日本新聞webunプラス：スポーツ観戦の健康影響に関する研究成果．2025年 5 月
（5）	� タウンニュース：高齢者を対象としたオンライン・コミュニティによる健康づくり方法の開発に関する内容．
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2025年 5 月
（6）	� MSN，Forbes Japanほか：プレスリリース「ふくらはぎが細くなったら筋量減少のサイン－世界初！ふ

くらはぎ周囲長の変化と筋量の変化の関係性を縦断的に検討－」に関する内容．2025年 6 月
（7）	� 日本エアロビック連盟「スマイル」：高齢者向けオンライン健康づくりシステムの研究開発に関する内容．

2025年 7 月
（8）	� DIAMOND online，＠DIMEほか：下腿周の変化と四肢筋量の変化の関連性についての研究成果．2025年

7 月
（9）	� スポーツ栄養Web：下腿周の変化と四肢筋量の変化の関連性についての研究成果．2025年 7 月
（10）	�livedoor，MSNほか：プレスリリース「『企業担当者のための健康に配慮したテレワーク実践ガイド』刊

行！－厚生労働科学研究班が作成，無料公開スタート－」に関する内容．2025年 8 月
（11）	�Infoseek News，livedoorほか：プレスリリース「毎朝20分のオンライン軽体操で，高齢者の歩行能力が

7 歳若返り！－キツイ運動ではなく，低強度のスローエアロビックでも歩行速度が改善することを証明－」
に関する内容．2025年11月

（12）	�Yahoo!ニュース，MSNほか：プレスリリース「成人の中高強度身体活動時間は 1 日56.8分 家事や立ち仕
事などの低強度身体活動時間は男性4.9時間/日，女性6.3時間/日 計測機器を用いた国内初の全国調査の報
告書を発刊」に関する内容．2025年12月

（13）	�MSN，livedoorほか：プレスリリース「高頻度のテレワークが体力低下につながる可能性！－厚生労働科
学研究班が研究成果を発表－」に関する内容．2025年12月

（14）	�SODANE：スポーツ観戦の健康影響に関する研究成果．2025年12月
（15）	�日本エアロビック連盟「スマイル」：高齢者向けオンライン健康づくりシステムに関する研究成果．2026

年 1 月
（16）	�マイナビニュース，NewsPicksほか：プレスリリース「高齢者の健康づくりとコミュニティ形成に関する

共同研究協定を締結」に関する内容．2026年 1 月
（17）	�毎日放送「サタプラ」：日本国内における身体活動の実態調査に関する研究成果．2026年 1 月
（18）	�京都新聞：健康で安全なテレワークの社会への普及を目指した研究に関する内容. 2026年 2 月
（19）	�神奈川新聞：第41回若手研究者のための健康科学研究助成に関する内容．2026年 2 月
（20）	�びわ湖放送「滋賀経済NOW」：健康で安全なテレワークの社会への普及を目指した研究に関する内容．

2026年 3 月
（21）	�日本経済新聞（電子版）：健康で安全なテレワークの社会への普及を目指した研究に関する内容．2026年 3

月
（22）	�保険毎日新聞：第41回若手研究者のための健康科学研究助成に関する内容．2026年 3 月
（23）	�Yahoo!ニュース，MSNほか：プレスリリース「私たちはどのくらい動いているのか？厚労省が推奨する身

体活動量の達成率は46.6％（速報値）『活動量計による身体活動・スポーツの実態把握調査2025』」に関する
内容．2026年 3 月
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AppendixⅢ

第41回（2025年度）若手研究者のための健康科学研究助成受贈者一覧

a. 指定課題（1件，300万円を助成）� （五十音順・敬称略，所属は応募時のものを記載）
氏　名 所　属 研究テーマ

根本　裕太 神奈川県立保健福祉大学
ヘルスイノベーション研究科

eスポーツを用いた多因子介入プログラムの普及研究
－心身機能低下者ならびに社会経済的地位の低い高齢者を主要ター
ゲットとした地域介入研究－

b. 一般課題（12件，一律100万円を助成）
氏　名 所　属 研究テーマ

井原　康貴 愛媛大学医学部附属病院
臨床研究支援センター

日常歩数が生活習慣および認知症予防に及ぼす影響の検証
－全国規模リアルワールドデータを用いた研究－

大賀　亮也 鹿屋体育大学大学院
体育学研究科

骨格筋のトレーニング応答性を調節するプレコンディショニング微小
筋収縮刺激の役割

大川　貴史 群馬大学大学院
保健学研究科

大規模保険者データによるリスク因子解明に基づく，個人に最適化さ
れたメタボリックシンドローム発症予防プログラムの構築

柏木　光昭 筑波大学
国際統合睡眠医科学研究機構 レム睡眠の神経・分子メカニズム解明

神庭　睦実 国立スポーツ科学センター
スポーツ科学研究部門

自転車運動のエネルギー消費量はシティサイクルと電動アシスト自転
車でどの程度異なるのか
－実走速度および傾斜の変化とエネルギーコストの関係に着目して－

種子島　岳 東京大学大学院
医学研究科

ロコモティブシンドロームと脳構造の相互関連の解明
－大規模地域住民コホート10年間の追跡－

永井　裕崇 自治医科大学
医学部 運動習慣による認知レジリエンス増強の分子・神経回路基盤の解明

中島　華子 京都府立医科大学大学院
医学研究科 日本人に適した新たな標準BMIおよび体格指数の提案

橋本　紗希 福岡大学大学院
スポーツ健康科学研究科

地域在住高齢者における日常生活下の座位中断と認知機能および要介
護認定の関連について
－15年間の前向きコホート研究－

村本　勇貴 慶應義塾大学
医学部

高強度な運動に伴う疲労の可視化と水素ガス吸入による疲労の制御
－揮発性酸化脂質を用いた非侵襲的な手法の応用－

森下　久美 認知症介護研究・研修仙台センター
研究部

認知機能を考慮した高齢者の食嗜好評価
－Leeds Food Preference Questionnaire日本語版（LFPQ-J）の
適用可能性－

横山　広樹 関西医科大学くずは病院
リハビリテーション科

通所系サービスを利用する要介護高齢者を対象としたピアサポート機
能尺度の開発と支援モデルの構築
－支えられる側から支援し合う関係を目指して－
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重水素化多価不飽和脂肪酸はSTZ誘発糖尿病マウスの筋萎縮を防ぐ

江島弘晃（長崎国際大学 人間社会学部 国際観光学科，第39回受贈者）

　酸化ストレスと活性酸素種（ROS）は，筋萎縮と筋力低下に関連しているが，脂質由来ROSの役割は
完全には解明されていない。重水素化多価不飽和脂肪酸（D-PUFA）は，通常の水素化PUFA（H-PUFA）
よりも，脂質過酸化連鎖反応に対する抵抗性が高い。本研究では，D-PUFAが脂質ヒドロペルオキシド

（LOOH）の蓄積によって引き起こされる糖尿病誘発性筋萎縮を防ぐという仮説を検証した。C57BL/6Jマ
ウスに， 4 週間の食事性サプリメントとしてH-PUFAまたはD-PUFA（10 mg/日）を投与し，その後，ス
トレプトゾトシン（STZ）注射によるインスリン欠乏性高血糖を誘発した。 2 週間後，骨格筋組織を採取
し，個々の筋肉量，固有張力，筋横断面積を測定した。D-PUFAは，高血糖による総ROSレベルとLOOH
レベルの増加を抑制し，筋萎縮および筋力低下を改善した。本研究の知見は，酸化ストレスと糖尿病性筋
萎縮の機序におけるLOOHの役割に関する新たな知見を提示するとともに新たな治療法の提示につながる。

Eshima H, Ishihara T, Tabuchi A, Kano Y, Kurokawa K, Shchepinov MS. Deuterium-reinforced polyunsaturated fatty acids 
protect against muscle atrophy by STZ-induced diabetic mice. Free Radical Biology & Medicine. 2025; 230: 273-82.

AppendixⅣ　研究助成受贈者の論文紹介

運動習慣の獲得段階に対応する促進要因と阻害要因の特定

　トランスセオレティカルモデル（前関心期，関心期，準備期，実行期，維持期という段階を経て習慣を
獲得するとする説明モデル）において，運動習慣の獲得過程の各段階で，次の段階への移行を阻害する要
因と促進する要因がどのようなものであるかは，これまで十分に明らかにされてこなかった。本研究は，
この関係を明らかにすることを目的とした。全国の成人1500人を対象にインターネット調査を実施し，行
動変容ステージごとの阻害要因と促進要因に関する自由記述を収集した。これらの回答をテキストマイニ
ングで分析した。各段階と阻害要因との関連では，前関心期では「意欲」や「健康」，関心期および準備
期では「時間」「仕事」「家族」，実行期では「機会」，維持期では「天候」や「健康」が重要であった。一
方，促進要因では，「達成感」「健康」「記録」が重要な要因として，段階の進行に伴ってより頻繁に言及
されていた。以上より，運動習慣の獲得のために阻害要因を軽減し，促進要因を強化する個別化戦略にお
いて，対象者の行動変容の段階に応じて注目すべき要素が明らかになった。

酒井洸典（東海大学 医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学，第40回受贈者）

Sakai K, Fukai K, Furuya Y, Nakazawa S, Sano K, Tatemichi M. Mapping the dynamics of inhibitors and facilitators of 
exercise behavior within the transtheoretical model: nationwide cross-sectional study using text mining analysis. Interac-
tive Journal of Medical Research. 2025;14: e77400.
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若年女性における月経周期に伴う甘味感受性の変化

　女性ホルモンであるエストロゲンおよびプロゲステロンは，味覚感受性や摂食行動に影響する可能性が
示唆されているが，その詳細は十分に解明されていない。本研究では，エネルギー摂取量に影響を与える
甘味感受性に着目し，月経周期に伴う女性ホルモン濃度の変動が，甘味感受性および食欲・食嗜好・食事
量・体重に与える影響を検討した。若年女性17名を対象に，月経期・排卵期・黄体期の各 1 日，計 3 日間
の実験を実施し，体組成測定，全口腔法による味覚閾値測定，チョコレート嗜好試験，食欲や月経随伴症
状に関する質問紙調査，写真記録法による食事調査を行った。その結果，甘味認知閾値は排卵期に比べ黄
体期で有意に低く，感受性の上昇が認められた。一方で，食欲，チョコレート嗜好性，エネルギー摂取量，
体重・体脂肪率には周期間で差はなかった。また，甘味認知閾値はBMIとの間に正の相関を有し，特に黄
体期では体重・体脂肪率とも正の相関，食欲とは負の相関が認められた。以上より，黄体期において甘味
の感受性が高くなる可能性が示唆され，甘味感受性が低いほど体重やBMI，体脂肪率が高く，食欲の訴え
が低いことが判明した。

中木直子（京都光華大学 健康科学部 健康栄養学科，第34回受贈者）

中木直子，田中愛佳，中尾千明，橋口美智留，森本恵子．若年女性における月経周期に伴う甘味感受性の変化．栄養学
雑誌．2025; 83（3）: 121-31.

自転車と自動車を異なる道路へ分離するネットワークの提案と評価

　自転車と自動車を異なる道路へ分離する道路ネットワークシステムを提案し，その効果を評価した。交
通量，交通手段分担率，自転車と自動車を分離する道路階層の違いを考慮し，仮想的なグリッド状道路
ネットワークにおいて複数のシナリオを設定し，基準ケースとの比較を行った。各シナリオの評価は，自
動車および自転車の双方の視点から行い，短距離および長距離移動における自動車および自転車の交通効
率ならびに自転車走行時のストレス水準を指標とした。分析ではミクロ交通流シミュレータを用いて，自
転車および自動車が道路セグメントおよび交差点を通過する際の所要時間を算出し，到達可能圏域に基づ
いて交通効率を評価した。その結果，すべてのシナリオにおいて，自動車と自転車の交通効率の間にト
レードオフ関係が確認された。下位および中位階層の道路において自転車と自動車を異なる道路に分離し
た場合，自転車の効率性および快適性を含む走行環境の改善がみられた。自動車の高速性と自転車利用者
の快適性を両立させるためには，上位階層の道路において自動車交通を優先する構成が有効であることが
示された。

Liu Liling（株式会社ベクトル総研，第36回受贈者）

Liu L, Eom S, Suzuki T. Exploring network scale separation strategies for car-bicycle integration. Transportation Research 
Interdisciplinary Perspectives. 2026; 36: 101920.
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　身体活動や社会参加は認知症の予防因子であることが知られているが，それらの要素を併せもつグルー
プでのスポーツ活動は，個人で行う身体活動とは異なる影響を及ぼす可能性がある。本研究は，日本の高
齢者8277人を対象に，質問票で評価した生涯を通じたスポーツグループへの参加パターンと 3 年間の追跡
による認知症発症との関連を検討した。参加パターンは集団軌跡モデルを用いて分類し，「生涯を通じて
少ない群」「高校卒業後にやめた群」「20代・30代にやめた群」「中年期に多い群」の 4 群に分類された。
各参加パターンの認知症発症リスクを比較したところ，「20代・30代にやめた群」は「生涯を通じて少な
い群」より1.86倍有意に高かった。一方，「高校卒業後にやめた群」および「中年期に多い群」では統計
的に有意な差は認められなかった。これらの結果より，認知症の発症リスクは生涯におけるスポーツグ
ループへの参加パターンによって異なり，20代・30代までスポーツグループに参加していたがそれ以降の
参加が少ない高齢者で発症リスクが高い可能性が示された。この背景には，若年期のコンタクトスポーツ
における頭部への影響等が考えられるが，他研究における再現性の確認や発症機序の解明を含め，更なる
検証が必要である。

山北満哉（山梨県立大学 看護学部，第37回受贈者）

生涯を通じたスポーツグループへの参加パターンと認知症発症との関連
Yamakita M, Tsuji T, Kanamori S, Saito J, Kai Y, Tani Y, Fujiwara T, Kondo N, Kondo K. Association between trajectories 
of life-course group sports participation and dementia: a 3-year longitudinal study. Public Health. 2025; 243: 105721.
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公益財団法人 明治安田厚生事業団
第42回 若手研究者のための健康科学研究助成

研究テーマ
a． 指定課題：健康増進のための実装研究
  エビデンスに基づく健康増進策を社会に普及・定着させる方法の開発と評価を 

行う「社会実装型」の研究
b．一般課題：健康増進に寄与する学術研究
※いずれか 1件のみ応募可
助成の金額
総額1,500万円
a．指定課題 （ 1件以内）： 1件につき300万円
b．一般課題 （12件以内）： 1件につき100万円
助成の期間

2年間
応募資格
・ 健康科学研究に従事し，修士以上の学位を有する方（医学 ･歯学・薬学の学士などを含む）， 
かつ所属長または指導教官の推薦を受けた方

・指定課題： 50歳未満の方※，ただし第38回以降の指定課題受贈者および応募開始時点で
当該研究助成を受贈中の方は除く

　一般課題： 40歳未満の方※，ただし当該研究助成の既受贈者は除く（第41回までの受贈者は 
応募不可）
※2026年 7月 1日（応募開始）時点の年齢

応募締切
2026年10月 1日（木）必着

主　　　 催：公益財団法人 明治安田厚生事業団
後　　　 援：日本体力医学会
  明治安田生命保険相互会社
選 考 委 員：委員長　井澤鉄也（同志社大学大学院 スポーツ健康科学研究科 教授）
a．指定課題
（敬称略・五十音順） 委　員　荒尾　孝（公益財団法人 明治安田厚生事業団 体力医学研究所 名誉所長）
  委　員　小熊祐子（慶應義塾大学 スポーツ医学研究センター 教授）
  委　員　川上憲人（東京大学大学院 医学系研究科 特任教授・
  　　　　　　　　　一般財団法人 涼風会 代表理事理事長）
  委　員　島津太一（国立がん研究センター がん対策研究所 行動科学研究部 部長）
  委　員　中村陽一（立教大学 名誉教授）
b．一般課題
（敬称略・五十音順） 委　員　井澤鉄也（同志社大学大学院 スポーツ健康科学研究科 教授）
  委　員　井上　茂（東京医科大学 公衆衛生学分野 主任教授）
  委　員　北　一郎（東京都立大学 人間健康科学研究科 教授）
  委　員　永松俊哉（山野美容芸術短期大学 学長）
  委　員　村岡慈歩（明星大学 教育学部 教授）

〇応募方法：申請書を研究助成ホームページからダウンロードして作成してください。
作成した「申請者情報ファイル（エクセル形式）」と「研究計画ファイル（ワード 
形式）」を事務局宛にメールでお送りください。
※パスワードが設定されたファイルや圧縮されたファイルは受理できません。
※ 応募申請書は，事前に当事業団ホームページ掲載の動画の内容を確認のうえ作 
成してください。

〇申請書ダウンロード：https://www.my-zaidan.or.jp/josei/entry/
〇申請書送付先メールアドレス：josei@my-zaidan.or.jp
〇お問合せ：公益財団法人 明治安田厚生事業団 体力医学研究所　研究助成事務局
　　　　〒192-0001　東京都八王子市戸吹町150　　TEL: 042-691-1163　　FAX: 042-691-5559
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Report
Relationship between daily low-intensity physical activity and dorsolateral
prefrontal cortex volume in older adults
Mizuki Sudo, Soichi Ando, Rie Tomiga, Yujiro Furuse, Takaaki Komiyama,
Kota Azuchi, Yasuki Higaki, and Yoichi Hatamoto　　

Survey report on satisfaction and subjective effects among participants in
the online-based community program "Slow Online FiTness （SOFT）" 
Junta Takahashi, Takayuki Noda, Mai Onishi, Kazuki Hyodo,
Ryoko Kawakami, Daisuke Yamaguchi, Sumiyo Nishida, Yuko Kai,
and Takashi Arao　　

Secondary Publication
Effects of frequent, short-duration web-based light-intensity aerobic dance 
exercise on body composition, physical function, and physical activity in older 
adults: a randomized controlled trial －secondary publication in Japanese 
language of an original English article published in the BMC Geriatrics
Watanabe Y, Hyodo K, Yamaguchi D, Noda T, Nishida S, Ueno A, Kai Y, 
and Arao T　　

Impact of telework on body composition, physical fitness, and physical 
symptoms in Japanese workers －secondary publication in Japanese 
language of an original English article published in the Journal of 
Occupational and Environmental Medicine
Watanabe Y, Noda T, Yoshiba K, Kikuchi H, Machida M, Nara K, 
Fukunishi A, Nakanishi Y, Inoue S, and Kai Y　　

Effectiveness of short active breaks for reducing sedentary behavior and 
increasing physical activity among Japanese office workers: one-year 
quasi-experimental study －secondary publication in Japanese language of an 
original English article published in the Scandinavian Journal of Work, 
Environment & Health
Kitano N, Jindo T, Yoshiba K, Yamaguchi D, Fujii Y, Wakaba K, Maruo K, 
Kai Y, and Arao T　　
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